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第1章 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 
 1.1 事業者の名称  

名称：高松市 

 

 1.2 代表者の氏名  

代表者の氏名：高松市長  大西 秀人 

 

 1.3 主たる事務所の所在地  

主たる事務所の所在地：香川県高松市番町一丁目 8 番 15 号  
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第2章 対象事業の目的及び内容 
 2.1 対象事業の目的  

高松市では、保有するごみ処理施設のうち、西部クリーンセンターの焼却施設（昭

和 63 年 4 月稼働）及び破砕施設（平成 9 年 4 月稼働）は、基幹的設備改良工事を

実施しているが、稼働から長期間が経過しているため、令和 14 年度に稼働を終了

する。 

また、南部クリーンセンターの焼却施設（平成 16 年 3 月稼働）及び破砕・資源

化施設（平成 15 年 8 月稼働）は、西部クリーンセンターの稼働終了時には稼働後

約 30 年が経過することから、施設の更新時期が迫っている。  

これらのことから、本市では「高松市次期ごみ処理施設整備基本構想」（令和４

年４月）及び「高松市次期ごみ処理施設整備基本計画」（令和５年５月）を策定し、

令和 15 年度以降のごみ処理体制として、焼却施設は西部クリーンセンターと南部

クリーンセンターを集約化して次期ごみ処理施設（以下「新施設」という。）を整

備し、破砕・資源化施設は南部クリーンセンターの現有施設を改造・延命化する方

針とした。また、新施設の建設場所については、市内一円から抽出した複数の候補

地を様々な観点から評価し、焼却施設と破砕・資源化施設との連携性などを踏まえ、

南部クリーンセンターに隣接する位置が最も建設に適していることから選定した。  

以上の経緯から、本事業は、南部クリーンセンターに隣接する位置において、新

たな焼却施設を整備するものである。  

なお、破砕資源化施設の延命化事業についても、新施設と隣接する位置関係にあ

り、概ね同様の時期に工事と施設稼働が見込まれることから、本事業に係る環境影

響評価にあたっては、関連事業として整理する。  

 

 2.2 対象事業の名称  

高松市次期ごみ処理施設整備事業 

 

 2.3 対象事業の種類  

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第 8 条第 1 項に

規定する一般廃棄物処理施設の設置 

 （香川県環境影響評価条例（平成 11 年条例第 2 号）別表第 6 号に掲げる事業）  

 

 2.4 対象事業の規模  

 2.4.1 対象事業の規模  

対象事業の規模（処理能力）を以下に示す。  

・焼却施設  452t/日注 2）  
注1）「高松市次期ごみ処理施設整備基本計画」（令和5年5月）に基づく。 

注2）現在の想定であり、変更となる場合がある。 

 

 2.4.2 関連事業の規模  

対象事業と同敷地内における関連事業として、破砕・資源化施設（以下「関連施

設」という。）の改造・延命化を予定している。 

延命化後の破砕・資源化施設の規模（処理能力）を以下に示す。  

・破砕・資源化施設：69t/日注 2）
 

注1）「高松市次期ごみ処理施設整備基本構想」（令和4年4月）に基づく。 

注2）現在の想定であり、変更となる場合がある。 
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 2.5 対象事業実施区域  

 2.5.1 対象事業実施区域の位置  

対象事業実施区域の位置及び面積を表  2-1 に示す。 

本環境影響評価では、新施設整備と併せて延命化工事を予定している関連施設に

ついても、対象事業実施区域に含めるものとする。  

 

表 2-1 対象事業実施区域の位置及び面積 

項 目 内 容 

対象事業実施区域の位置 
香川県高松市塩江町安原下第 3 号 2084 番地 1 付近 

（図 2-1～図 2-3 参照） 

対象事業実施区域の面積 約 158,000ｍ2 
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図 2-1 対象事業実施区域位置図（広域図）  

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000
を複製して情報を追記したものである。 
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図 2-2 対象事業実施区域位置図（拡大図）  

  

関連施設 

現有施設 

（焼却施設）  

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報を追記

したものである。 
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図 2-3 対象事業実施区域位置図（拡大図：航空写真）  
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 2.5.2 施設整備に関する基本方針  

(1) 施設整備の理念・基本方針  

本市が新施設の整備を行ううえで定めた理念及び基本方針を以下に示す。  

 

【理念１】環境保全に配慮した施設 

 

＜基本方針＞ 

環境負荷の低減のため、温室効果ガスの低減を目指した処理システムを構

築する。 

省エネルギー機器の導入及び余熱利用計画を検討し、効率的な資源回収と

最終処分量の低減を図り、循環型社会の形成に寄与する施設とする。  

 

【理念２】安全・安心・安定した施設  

 

＜基本方針＞ 

事故がなく、市民が安心して生活できる施設とする。  

ごみ量、ごみ質の変動に対応し、長期間にわたり、安定稼働ができる施設

にする。 

 

【理念３】新たな価値をもたらす施設  

 

＜基本方針＞ 

施設見学や環境学習を通じ、市民が気軽に来場できる施設にするとともに、

3R 啓発のための場とするなど、広く市民に開放し、親しまれる施設にする。 

ごみ処理施設を核とした地域振興を目指す。  

 

【理念４】防災力の高い施設  

 

＜基本方針＞ 

地震や水害等の災害発生時にも施設の機能を維持できる施設とする。 

災害廃棄物の処理にも対応できる施設とする。 

地域の防災拠点となる施設を目指す。  

 

【理念５】経済性を考慮した施設  

 

＜基本方針＞ 

施設の計画・設計・建設から運営、維持管理・改修及び将来的な環境基準

を含めたごみ処理システム全体で、経済性や効率性に配慮したライフサイ

クルコストの適正化を図る。 

国の交付金制度を活用できる施設とする。 
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 2.5.3 対象事業実施区域の検討経緯  

(1) 対象事業実施区域の検討経緯 

香川県では、平成11年3月に県内におけるごみの効率的、かつ安定的な適正処理

を目指し、連携を図る地域ブロックを設定するとともに、各ブロックにおける施設

整備の方向性を示した広域化計画を策定している。  

本市は、第1ブロックに属しており、広域化計画策定時はブロック内に7つの焼却

施設があったが、平成の市町合併を経て統廃合が進み、現在は西部クリーンセンタ

ー、南部クリーンセンター、香川東部溶融クリーンセンターの3施設が稼働してい

る。 

高松市次期ごみ処理施設整備基本構想では、広域化計画を踏まえ、ブロック内広

域処理と施設の集約化の可能性について検討を行った。  

検討の結果、焼却施設として西部クリーンセンターと南部クリーンセンターを集

約化し新施設を整備すること、破砕・資源化施設として南部クリーンセンターの現

有施設を改造・延命化することとし、併せて新施設の建設候補地の評価を行った。 

市内の地点を様々な観点から評価し、最終的に可燃性残渣の処理、電力の利活用

等、焼却施設と破砕・資源化施設との連携性が最も高くなる南部クリーンセンター

の隣接地を整備地として選定した。 

 

(2) 施設規模の検討経緯  

高松市人口ビジョンでは、2030年の本市の合計特殊出生率を1.86%、純移動率

は平成17年と22年の国勢調査人口ベースが今後も続くと仮定して、将来人口を表 

2-2のとおり推計している。本市の人口は平成28年から徐々に減少している。  

 

表 2-2 本市の将来予測人口（単位：人）  

年度  
実績  予測  

H23 H28 R9 R14 

人口  419,997  420,736  412,202  406,616  
出典：「高松市一般廃棄物処理基本計画（資料編）」（平成30年3月）の人口ビジョンのデータ 

 

高松市一般廃棄物処理基本計画より、新施設稼働開始予定年度（令和15年度）以

降の将来のごみ排出量予測（施策反映後）を表 2-3に示す。 
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表 2-3 本市及び関係市町の将来ごみ排出量予測（単位：t/年）  

年度 高松市 綾川町 

2028 R10 126,227 5,272 

2029 R11 125,088 5,248 

2030 R12 123,957 5,427 

2031 R13 123,086 5,424 

2032 R14 121,548 5,398 

2033 R15（施設稼働開始年度） 120,356 5,384 

2034 R16 120,097 5,370 

2035 R17 120,036 5,366 

2036 R18 119,720 5,340 

2037 R19 119,603 5,324 

2038 R20 119,486 5,308 

2039 R21 119,566 5,303 

 

本市及び関係市町の将来ごみ排出量（新施設稼働開始年度）及び現行の実績より

算出した将来ごみ処理量を表 2-4に示す。 

また、ごみ処理施設の整備に関する国の循環型社会形成推進交付金制度の交付要

件として、災害廃棄物の受け入れに必要な設備を設けることが求められていること

から、災害廃棄物処理計画より災害廃棄物処理量を算出し、これを加算してごみ処

理量を設定した。 

 

表 2-4 想定されるごみ処理量（単位：ｔ/年） 

処理するごみ ごみ処理量 

 一般ごみ 100,646 

 災害廃棄物 20,706 

焼却対象 121,352 注 2) 

破砕対象 9,519 

資源化対象 4,703 

注 1）一部のごみ処理を民間に委託するなど、諸条件の違いにより表 2-3 の数値

と合計が合わない。 

注 2）条例対象である焼却施設の将来ごみ処理量を指す。 
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新施設及び関連施設の施設規模は、将来ごみ処理量（災害廃棄物を含む）を基に、

以下の方法で設定する。  

 

新施設規模 ：焼却処理量(t/年)÷280(日/年)注 1)÷0.96注 2) 

関連施設規模：破砕・資源化処理量(t/年)÷245(日/年) 注 3)×1.15注 4) 

 
注 1）ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2017 改訂版）より、焼却施設の年間稼働日数は、年間日数 365

日から、想定される年間停止日数を差し引くことで設定した。 

注 2）調整稼働率（故障ややむを得ない一時停止等のために処理能力が低下することを考慮した係数） 

注 3）ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2017 改訂版）より、破砕・資源化施設等の年間稼働日数は、年

間日数 365 日から、年間の休日 104 日（2 日×52 週）及び年末年始、その他祝日、補修整備期間の 16

日の合計日数（120 日）を差し引くことで設定した。 

注 4）計画月最大変動係数（計画年目標時における月最大変動係数のことを指す。ごみ処理施設構造指針解説

より、標準の 1.15 を引用する。） 

 

将来ごみ処理量を基に算出した施設規模を表 2-5に示す。新施設が452t/日、関

連施設が69t/日（破砕施設46t/日、資源化施設23t/日）となる。 

 

表 2-5 新施設等の施設規模（単位：t/日） 

施設規模 

新施設（焼却施設） 関連施設（破砕・資源化施設） 

452 

69 

破砕 ：46 

資源化：23 

注）現時点の想定であり、変更となる場合がある。 
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 2.6 対象事業の工事計画の概要  

 2.6.1 工事の概要  

対象事業に関連する工事として、図  2-2 に示した対象事業実施区域内における山

林等の造成工事、新施設の整備、関連施設の延命化工事を予定している。現時点で

想定している新施設整備予定区域を図  2-4 に示す。 

今後、新施設等の施設配置計画等の具体的な検討を進める。  

 

 2.6.2 工事工程  

想定する事業スケジュールを表  2-6 に示す。工事は令和９年度からの開始を予定

している。詳細な施工内容、施工工程等は、引き続き検討を行う。  

なお、令和 14 年度末に稼働を停止する南部クリーンセンターの焼却施設（現有

施設）の将来の利用計画は未定である。  

 

表 2-6 事業スケジュール  

検討内容 R9 R10 R11 R12 R13 R14 

造成工事       

焼却施設整備 

（実施設計・建設工事） 
      

破砕・資源化施設延命化 

（実施設計・建設工事） 
      

注）現時点の計画であり、変更となる場合がある。 

 

 2.6.3 工事用資材等の搬出入車両の走行ルート計画  

工事用資材等の搬出入車両の主要な走行ルートを図  2-5 に示す。対象事業実施区

域への車両の出入りは、本市、市街地方面から国道 193 号を経由するものと、徳島

県方面から国道 193 号を経由するものがあり、いずれも国道から市道に入り工事用

資材等の搬出入を行う計画としている。  

 

  

・  
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図 2-4 新施設整備予定区域   

関連施設 

現有施設 

（焼却施設）  

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報を追記

したものである。 

注）現時点の計画であり、変更になる場合がある。 
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図 2-5 工事用資材等の搬出入における主要な車両走行ルート計画  

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000

を複製して情報を追記したものである。 

工事用資材等の搬出入における主要な車両走行ルート 
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 2.7 施設計画等  

 2.7.1 施設の概要  

(1) 対象事業の規模等  

 1) 対象事業の規模等 

 2) 新施設の規模等 

対象事業である新施設の規模等の概要を表 2-7に示す。 

 

表 2-7 新施設の施設規模  

項  目 内  容 

施設規模 452t/日注３） 

処理対象ごみ量 121,352t/年 

処理対象ごみ 
可燃ごみ、臨時・粗大ごみ、清掃ごみ、犬・猫等の死

体、破砕・選別残渣 

注1）「高松市次期ごみ処理施設整備基本計画」（令和5年5月）に基づく値である。 

注2）災害発生時には災害廃棄物（可燃物）も処理対象となる。 

注3）現時点の想定であり、変更となる場合がある。 

 

 3) 新施設の計画ごみ質 

新施設の計画ごみ質の設定結果を表 2-8に、新施設の元素組成を表 2-9に示す。 

低位発熱量は、基準ごみが8,750kJ/kg、低質ごみが5,800kJ/kg、高質ごみが

11,700kJ/kgとなった。  
 

表 2-8 新施設の計画ごみ質  

項目 単位 低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ 

低位発熱量 kJ/kg 5,800 8,750 11,700 

三

成

分 

水分 ％ 53.7 45.7 37.7 

灰分 ％ 3.0 5.9 8.8 

可燃分 ％ 43.3 48.4 53.5 

単位容積重量 kg/m3 246 169 92 

注）現時点の想定であり、今後変更となる場合がある。 

 

表 2-9 新施設の 元 素 組 成 

項目 炭素量 水素量 窒素量 硫黄量 塩素量 酸素量 可燃分量 

乾ベース 51.37％ 7.26％ 0.80％ 0.01％ 0.42％ 40.14％ 100% 

注）現時点の想定であり、今後変更となる場合がある。 
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 4) 関連施設の規模等 

対象事業の関連施設である破砕・資源化施設の延命化後の規模等を表 2-10に示

す。 

 

表 2-10 関連施設の施設規模  

項  目 内  容 

施設規模 
破砕対象 46t/日注 2） 

資源化対象 23t/日注 3） 

処理対象ごみ量 
破砕対象 9,519t/年注 2） 

資源化対象 4,703t/年注 2） 

処理対象ごみ 

破砕ごみ、資源ごみ（⽸・びん・ペットボトル、プ

ラスチック容器包装、紙・布）、臨時・粗大ごみ、清

掃ごみ 

注1）「高松市次期ごみ処理施設整備基本計画」（令和5年5月）に基づく値である。 

注2）現時点の想定であり、変更となる場合がある。 

注3）現時点の想定であり、現有施設と同程度（約35t）となる場合がある。 
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 5) 既存施設と新施設等の比較 

既存施設、新施設等の処理能力の比較を表 2-11に示す。新施設については、近

年のごみ処理量の減少に伴い、580t/日（既存２施設の合計）を452t/日（新施設）

の処理能力にする計画である。  

 

表 2-11 既存施設と新施設等の処理能力の比較  

既存施設 

 

新施設等 

種類 処理能力 種類 処理能力 

焼却施設 

西部クリーンセンター 
140t/日×2 炉 

＝280t/日 

新施設（焼却施設） 
452t/日注 1） 

（3 炉想定） 
南部クリーンセンター

（現有施設） 

100t/日×3 炉 

＝300t/日 

合 計 580t/日 

破砕・資

源化施設 

西部クリーン

センター 
破砕 100t/5h 

関連施設 

（破砕・資

源化施設） 

破砕 46t/日注 1） 

南部クリーン

センター 

（現有施設） 

破砕 35t/5h  

資源 23t/日注 2） 

選別 35t/5h  

注1）現時点の想定であり、今後変更となる場合がある。 

注2）現時点の想定であり、現有施設と同程度（約35t）となる場合がある。 
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(2) 処理フロー 

 1)  

新施設の処理フローを図 2-6に示す。 

現在、新施設の処理方式は、ストーカ式ごみ焼却方式、流動床式ごみ焼却方式、

シャフト式ガス化溶融方式又は流動床式ガス化溶融方式の4つの処理方式を想定

しており、令和8年度～9年度に実施予定のプラントメーカーの事業者選定で1方式

に決定する予定である。各処理方式の概要を表 2-12～表 2-15に示す。  

 

 
注1）シャフト式ガス化溶融方式又は流動床式ガス化溶融方式の場合 

注2）ストーカ式ごみ焼却方式又は流動床式ごみ焼却方式の場合 

（流動床式焼却方式の場合は、灰出し設備が不燃物排出装置となる。） 

図 2-6 新施設の処理フロー  

  

注 1）  

注 2）  
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表 2-12 処理方式の概要（ストーカ式ごみ焼却方式）  

項  目  内  容  

模式図  

 

概要  

本方式は、ストーカ段を機械的に駆動し、ごみを乾燥するための乾燥段、燃焼

するための燃焼段、未燃分を完全に焼却する後燃焼段の 3 段階を経て、燃焼す

る方式である。  

燃焼後は、主灰及び飛灰が発生し、主灰は不燃物とともに、ストーカ後段より

灰押出機（水中）に落下し、冷却後にコンベヤ等で排出される。燃焼ガス中に

含まれる飛灰は、ガス冷却室や集じん設備で回収される。  

処理生成物  焼却残渣（焼却主灰・焼却飛灰）  

注）「ごみ処理施設整備の計画・設計要領2017改訂版」（平成29年5月、（公社）全国都市清掃会議）より作成 

 

表 2-13 処理方式の概要（流動床式ごみ焼却方式）  

項  目  内  容  

模式図  

 

概要  

本方式は、炉内の流動媒体（流動砂）を 650～800℃の高温に暖め、この砂を

風圧（約 1,500～2,500mmH2O）により流動化させる。高温で流動した炉内

にごみを粉砕した後に投入し、短時間で燃焼する。なお、ごみの破砕サイズは

炉の機種によって異なるが約 10～30cm 位とする。  

また、砂と不燃物は炉床下部から引き出し、砂と不燃物は再び炉内へ供給され

る。  

処理生成物  金属（焼き鉄・アルミ）、焼却飛灰、不燃物  

注）「ごみ処理施設整備の計画・設計要領2017改訂版」（平成29年5月、（公社）全国都市清掃会議）より作成 
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表 2-14 処理方式の概要（シャフト式ガス化溶融方式） 

項  目  内  容  

模式図  

 

概要  

本方式は、高炉の原理を応用したごみの直接溶融技術であり、熱源としてコー

クスや石灰石を使用し、ごみの乾燥、熱分解から溶融までを円筒竪型の炉（シ

ャフト炉）にて行い、熱分解ガスを燃焼室で燃焼する方式である。  

溶融後は、炉底から溶融スラグ及びメタルが回収され、排ガス中に含まれる飛

灰は、集じん設備等により溶融飛灰として回収される。  

処理生成物  溶融スラグ、メタル、溶融飛灰  

注）「ごみ処理施設整備の計画・設計要領2017改訂版」（平成29年5月、（公社）全国都市清掃会議）より作成 

 

表 2-15 処理方式の概要（流動床式ガス化溶融方式）  

項  目  内  容  

模式図  

 

概要  

本方式は、破砕したごみを流動床炉に供給し、低酸素雰囲気で 500～600℃に

暖められた炉内で乾燥、熱分解させ、発生した熱分解ガスと熱分解残渣(チャ

ー）を溶融炉で溶融処理する方式である。  

流動床炉で、不燃物や金属が分離排出され、溶融炉より溶融スラグが排出され

る。排ガス中に含まれる飛灰は、集じん設備等により溶融飛灰として回収され

る。  

処理生成物  溶融スラグ、金属（焼き鉄・アルミ）、溶融飛灰、不燃物  

注）「ごみ処理施設整備の計画・設計要領2017改訂版」（平成29年5月、（公社）全国都市清掃会議）より作成 
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 2) 関連施設 

関連施設の処理フローを図 2-7～図 2-9に示す。 

 

 

図 2-7 関連施設の処理フロー（破砕ごみライン）  
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図 2-8 関連施設の処理フロー（缶・びん・ペットボトルライン）  
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図 2-9 関連施設の処理フロー（プラスチックごみライン及び紙・布ライン） 

 

  



24 

(3) 公害防止基準 

 1) 大気質に係る公害防止基準 

環境保全のため、新施設の大気質に関する排出目標値（公害防止基準）（案）を

表 2-16に示す。公害防止基準（案）は、関係法令等の規制値、南部クリーンセン

ター（現有施設）の公害防止基準を参考に設定した。 

 

表 2-16 大気質に係る法規制基準値及び新施設の公害防止基準（案） 

項  目 
新施設（焼却施設） 

公害防止基準（案）注 1) 
法規制基準値 

【参考】南部クリーンセンター

（現有施設）の公害防止基準 

ばいじん 0.01g/m3
N 以下 0.04g/m3

N 以下 0.01g/m3
N 以下 

硫黄酸化物 15ppm 以下 K 値 11.5 以下注 2） 15ppm 以下 

塩化水素 25ppm 以下 430ppm 以下 25ppm 以下 

窒素酸化物 50ppm 以下 250ppm 以下 50ppm 以下 

ダイオキシン類 0.05ng-TEQ/m3
N 以下 0.1ng-TEQ/m3

N 以下 0.05ng-TEQ/m3
N 以下 

水 銀 30μg/m3
N 以下 30μg/m3

N 以下 30μg/m3
N 以下 

一酸化炭素 30ppm 以下 100ppm 以下 30ppm 以下 

注1）新施設の値は想定であり、変更となる場合がある。 

注2）現在、想定している排ガス諸元は、排ガス量（湿り）：約42,000m3
N /h/炉、排ガス量（乾き）：約35,000m3

N 

/h/炉、排出ガスの排出速度：約27m/s、排ガス温度：約140℃、排出口の実体高：40m、稼働時間：連続24時

間稼働を想定しており、本施設が該当する法規制値：K値＝11.5及びその諸元に基づいて算出した硫黄酸化物濃

度は約1,000ppmとなる。 
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 2) 騒音に係る公害防止基準 

対象事業実施区域は騒音規制法の規制区域外であるが、現有施設の公害防止基準値を採

用し、敷地境界において表 2-17に示す公害防止基準（案）とする。 

 

表 2-17 騒音に係る法規制基準値（参考値）及び新施設の公害防止基準（案）  

項目 単位 
新施設（焼却施設） 

公害防止基準（案）注1) 

【参考】高松市 

における第3種区域 

の規制基準値注2） 

【参考】南部クリーン

センター（現有施設）

の公害防止基準 

昼間（ 8時～19時） dB 55 65 55 

 朝 （ 6時～ 8時） 

 夕 （19時～22時） 
dB 50 60 50 

夜間（22時～ 6時） dB 45 50 45 

注1）新施設の値は想定であり、変更となる場合がある。 

注2）対象事業実施区域は規制区域外であるため、参考値を示す。高松市における規制区域の区分は以下のとおりであ

る。女木町、男木町、菅沢町、塩江町、庵治町及び香南町の地域は、除外地域であり、対象事業実施区域はいず

れの区域にも該当しない。 

・第3種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、用途地域が定められていない区域（都市計画区域内で

あって用途地域が定められていない区域（瀬戸内海国立公園のうち屋島西町、屋島中町及び屋

島東町を除く。）並びに都市計画区域外の区域をいう。） 

 

 3) 振動に係る公害防止基準 

対象事業実施区域は振動規制法の規制区域外であるが、現有施設の公害防止基準値を採

用し、敷地境界において表 2-18に示す公害防止基準（案）とする。 

 

表 2-18 振動に係る法規制基準値（参考値）及び新施設の公害防止基準（案）  

項目 単位 
新施設（焼却施設） 

公害防止基準（案）注1) 

【参考】高松市 

における第2種区域 

の規制基準値注2） 

【参考】南部クリーン

センター（現有施設）

の公害防止基準 

昼間（ 8時～19時） dB 60 65 60 

夜間（19時～ 8時） dB 55 60 55 

注1）新施設の値は想定であり、変更となる場合がある。 

注2）対象事業実施区域は規制区域外であるため、参考値を示す。高松市における規制区域の区分は以下のとおりであ

る。女木町、男木町、菅沢町、塩江町、庵治町及び香南町の地域は、除外地域であり、対象事業実施区域はいず

れの区域にも該当しない。 

・第2種区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、工業専用地域、用途地域が定められていな

い区域（都市計画区域内であって用途地域が定められていない区域（瀬戸内海国立公園のうち

屋島西町、屋島中町及び屋島東町を除く。）並びに都市計画区域外の区域をいう。） 
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 4) 悪臭に係る公害防止基準 

対象事業実施区域は悪臭防止法の規制区域外であるが、現有施設の公害防止基準値を採

用し、敷地境界において表 2-19に示す公害防止基準（案）とする。 

 

表 2-19 悪臭に係る法規制基準値（参考値）及び新施設の公害防止基準（案）  

物質 単位 
新施設（焼却施設） 

公害防止基準（案）注1) 

【参考】高松市 

におけるA区域の

規制基準値注2） 

【参考】南部クリー

ンセンター（現有施

設）の公害防止基準 

アンモニア ppm 1 1 1 

メチルメルカプタン ppm 0.002 0.002 0.002 

硫化水素 ppm 0.02 0.02 0.02 

硫化メチル ppm 0.01 0.01 0.01 

二硫化メチル ppm 0.009 0.009 0.009 

トリメチルアミン ppm 0.005 0.005 0.005 

アセトアルデヒド ppm 0.05 0.05 0.05 

プロピオンアルデヒド ppm 0.05 0.05 0.05 

ノルマルブチルアルデヒド ppm 0.009 0.009 0.009 

イソブチルアルデヒド ppm 0.02 0.02 0.02 

ノルマルバレルアルデヒド ppm 0.009 0.009 0.009 

イソバレルアルデヒド ppm 0.003 0.003 0.003 

イソブタノール ppm 0.9 0.9 0.9 

酢酸エチル ppm 3 3 3 

メチルイソブチルケトン ppm 1 1 1 

トルエン ppm 10 10 10 

スチレン ppm 0.4 0.4 0.4 

キシレン ppm 1 1 1 

プロピオン酸 ppm 0.03 0.03 0.03 

ノルマル酪酸 ppm 0.001 0.001 0.001 

ノルマル吉草酸 ppm 0.0009 0.0009 0.0009 

イソ吉草酸 ppm 0.001 0.001 0.001 

注1）新施設の値は想定であり、変更となる場合がある。 

注2）対象事業実施区域は規制区域外であるため、参考値を示す。高松市における規制区域の区分は以下のとおり。 

A区域：第1種低層住居専用地域、第2種低層住居専用地域、第1種中高層住居専用地域、 

第2種中高層住居専用地域、第1種住居地域、第2種住居地域、準住居地域 
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 2.7.2 給水計画  

給水設備は、生活用水及びプラント用水を新施設等に供給する目的で、施設の運

転に支障がないように設置する。 

 

 2.7.3 排水処理計画  

(1) 雨水排水計画 

雨水は、自然排水とする。 

 

(2) 施設からの排水  

新施設等は、排水クローズドシステム又は下水道放流とする。排水クローズドシ

ステムの概念図を図 2-10に示す。 

なお、現有施設の管理棟及び関連施設から排出される生活排水及びプラント排水

も新施設等で処理する計画である。 

 

 

図 2-10 排水クローズドシステムの概念図  

 

 2.7.4 廃棄物の搬出及び処理計画  

ストーカ式ごみ焼却方式又は流動床式ごみ焼却方式の場合は灰出し設備を設置し、

シャフト式ガス化溶融方式又は流動床式ガス化溶融方式の場合はスラグ・メタル・

溶融飛灰処理設備を設置する。  

なお、新施設から排出される飛灰処理物、スラグ等の処理生成物の受入先につい

ては、資源化先の受入条件などを踏まえて資源化先を検討する。 

 

 2.7.5 廃棄物の搬出入車両の走行ルート計画  

新施設等に係る廃棄物の搬出入車両の主な走行ルートを図 2-11に示す。 

主な走行ルートは、本市、市街地方面から国道193号を経由するもの、綾川町方

面から国道377号を走行し、国道193号を経由するもの、徳島県方面から国道193

号を経由するものがあり、いずれも国道から市道を経由して、廃棄物を搬出入する

計画としている。  

廃棄物の搬出入車両台数（関連施設含む）は、年間日平均台数として300台/日程

度（片道）の想定である。  
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図 2-11 廃棄物の搬出入における主要な車両走行ルート計画  

 

廃棄物の搬出入における主要な車両走行ルート 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000
を複製して情報を追記したものである。 
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 2.8 その他対象事業に関する事項  

対象事業及び関連事業の実施にあたっては、周辺居住地域や自然環境への影響を

可能な限り低減するために、以下に示す環境配慮を検討する。  

 

 2.8.1 環境配慮の方針  

(1) 工事の実施 

大気汚染対策 

 建設工事に使用する建設機械（重機）は、過剰な負荷と不要な空ぶかしの防止

に努め、待機時のアイドリングストップの遵守を指導・徹底させるほか、でき

る限り排出ガス対策型の建設機械を採用するよう努める。  

 工事用資材等の搬出入車両の走行にあたっては、積載量や走行速度等の交通法

規を遵守し、アイドリングストップの徹底や空ぶかしの禁止等、運転手に対し

て必要な教育・指導を行う。また、車両の維持管理を徹底し、車両排ガス等を

適正に保つ。 

 土地の改変に伴う発生土砂は、減量対策を推進し、敷地外へ搬出する土砂運搬

車両の台数をできる限り減らすことにより、沿道の大気質への影響を軽減する。 

 工事用資材等の搬出入車両の退場時に適宜タイヤ等の洗浄を行い、タイヤ等に

付着した泥土を除去する。  

 強風時や乾燥時等の砂じんの発生しやすい気象条件においては、必要に応じ、

適宜散水するなどの対策を講じる。  

騒音・振動に係る対策 

 できる限り低騒音・低振動型の建設機械を採用するよう努める。  

 土地の改変に伴う発生土砂は、減量対策を推進し、敷地外へ搬出する土砂運搬

車両の台数をできる限り減らすことにより、沿道の騒音・振動への影響を軽減

する。 

濁水対策、動物・植物・生態系に係る対策  

 造成等の施工により発生する濁水は、適切に処理して下流河川へ放流すること

により、影響を低減する。  

廃棄物に係る対策 

 造成等の施工により発生する建設副産物においては、「廃棄物の処理及び清掃

に関する法律」、「資源の有効な利用の促進に関する法律」及び「建設工事に係

る資材の再資源化等に関する法律」に基づき、適正な処理及び再利用を図る。 

 

(2) 施設の供用 

大気汚染対策 

 最新の排ガス処理設備を採用し、排ガス中に含まれる大気汚染物質の排出抑制

を行う。 

 排ガス濃度等の計測により適正な施設稼働を確認するとともに、情報公開に努

め、一般市民が新施設の運転状況を確認できるようにする。  

 廃棄物の搬出入車両の運行にあたっては、積載量や走行速度等の交通法規を遵

守し、アイドリングストップの徹底や空ぶかしの禁止等、運転手に対して必要

な教育・指導を行う。また、車両の維持管理を徹底し、車両排ガス等を適正に

保つ。 

騒音・振動に係る対策 

 周囲への騒音・振動の影響を極力低減するよう、できる限り低騒音型・低振動

型の設備機器を採用する。また、大きな騒音を発生する機器は防音構造の室内

に収納し、必要に応じて消音器や防音扉の設置等の対策を行う。  
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悪臭に係る対策 

 施設内は負圧に保ち、ごみピットからの臭気の漏れ出しを防ぐ。  

 炉の適切な燃焼管理や監視を行うことにより、排ガスの伝搬による悪臭の影響

を抑制する。 

動物・植物・生態系に係る対策 

 敷地内において可能な限り植栽を施す。  

 プラント排水及び生活排水は、周辺河川等へは放流しないことにより、河川の

水質を保全する。  

景観に係る対策 

 建物等の意匠、色彩、緑化措置等の具体的な検討にあたっては、「高松市景観

計画」に示された「良好な景観形成のための行為の制限に関する事項」を遵守

することにより、「山地・丘陵地景観ゾーン」の周辺景観環境との調和を図る。  

温室効果ガス削減対策  

 焼却処理により発生した余熱や発電した電力を、できる限り施設の内外で利用

するなど、エネルギーの回収・循環利用に努める。  

 太陽光発電等の再生可能エネルギーによる発電設備を導入する。  

 

 2.8.2 既存施設及び新施設の諸元  

既存施設及び新施設の諸元を表  2-20 に示す。 

 

表 2-20 既存施設及び新施設の諸元 

名 称 

既存施設（焼却施設） 新施設（焼却施設）注） 

高松市西部 

クリーンセンター 

高松市南部 

クリーンセンター 

（現有施設） 

高松市 

次期ごみ処理施設 

竣工年月 昭和 63 年 3 月 平成 16 年 3 月 令和 15 年 3 月予定 

所在地 
高松市川部町 

930 番地 1 

高松市塩江町 

安原下第 3 号 

2084 番地 1 

高松市塩江町 

安原下第 3 号 

2084 番地 1 付近 

面 積 

約 17,000m2 

（破砕施設含む） 

約 36,000m2 

（破砕・資源化施設含む） 

約 48,000m2 

（現有施設を含む対象事業実施

区域は、約 158,000m2） 

処理方式 
全連続燃焼ストーカ方

式 

連続式流動床炉型ガス化

溶融方式 
未定 

処理能力 
280t/24ｈ 

（140t/24ｈ×2 炉） 

300t/24ｈ 

（100t/24ｈ×3 炉） 

452t/24ｈ 

（3 炉想定） 

煙突高さ 70m 40m 40m 以上 

注）新施設にかかわる情報は、現時点の計画であり、変更となる場合がある。 
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第3章 対象事業実施区域及びその周囲の概況  
対象事業実施区域は高松市の南部に位置している。高松市は、東は三木町及びさ

ぬき市、西は坂出市、南西は綾川町とまんのう町、南は徳島県に接し、北は瀬戸内

海に接している。 

対象事業実施区域周辺における自然的・社会的状況（以下「地域特性」という。）

について、既存資料により把握した。図  3-1 に本事業の地域特性を把握する範囲（以

下「調査区域」という。）を示す。  

調査区域は、対象事業実施区域及びその端部から 3km 注 ）の地域を含む範囲（高

松市の一部及び綾川町の一部）とした。ただし、統計資料等により市町単位で地域

特性の状況を述べる事項については、対象事業実施区域が位置する高松市全域及び

綾川町の全域（以下「調査対象地域」という。）を対象とした。 

対象事業実施区域及びその周囲の概況を表  3-1(1)～(5)、表  3-2(1)～(2)に示す。 

  

 

注）3kmの範囲は、特に広域的な影響が想定される環境要素である景観の影響範囲を考慮して、「面整備事業環境影響

評価技術マニュアル」（平成11年11月、建設省監修）を参考に設定した。 
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図 3-1 地域特性を把握する範囲（調査区域・調査対象地域）  

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図  

 25000 を複製して情報を追記したものである。  
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表 3-1(1) 対象事業実施区域及びその周囲の概況（地域特性）  

項 目 地 域 特 性 

自 

然 

的 

状 

況 

大 気 環

境 の 状

況 

 香南地域気象観測所における平年値は、年平均気温が 15.1℃、年間降水量が

1,353.9mm、年平均風速は 3.3m/s、年最多風向は南南東である。令和 5 年の気象概

況は、年平均気温は 15.7℃、年間降水量は 1,176.5mm、平均風速は 3.1m/s で、最

多風向は南東である。 

 対象事業実施区域には、一般環境大気測定局として南消防署香川分署局が設置されて

いる。令和 4 年度の二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、窒素酸化物、微小粒子状物質は環境

基準を達成しているが、光化学オキシダントは環境基準を達成していない。 

また、対象事業実施区域に位置する高松市南部クリーンセンターでは、二酸化硫黄、浮

遊粒子状物質及び窒素酸化物について、いずれも環境基準を達成している。 

 調査区域では 3 地点（主要地方道高松空港線（高松市香南町岡））、（一般国道 193 号

線（塩江町安原下第 2 号））及び（一般国道 377 号線（塩江町安原下第 3 号））におい

て、令和元度と令和 2 年度に道路交通騒音の測定を実施しており、3 地点とも環境基準

を達成している。 

 対象事業実施区域に位置する高松市南部クリーンセンターでは、12 地点で騒音を測

定している。令和 5 年度において全ての地点で公害防止基準値を満たしている。 

 調査区域では、道路交通騒音地点と同地点において、令和元度と令和 2 年度に道路交

通振動の測定を実施しており、昼間 29～44dB、夜間 20～36dB であった。いずれも

振動規制法に基づく要請限度の定めのない地域に位置している。 

 対象事業実施区域に位置する高松市南部クリーンセンターでは、8 地点で振動を測定

している。令和 5 年度において全ての地点で公害防止基準値を満たしている。 

 対象事業実施区域に位置する高松市南部クリーンセンターでは、7 地点で悪臭を測定

している。令和 5 年度において全ての地点で公害防止基準値を満たしている。 

水 環 境

の状況 

 調査区域を流れる主な河川は、香東川水系の香東川、西谷川、綾川水系の田万川、新

川水系の天満川等である。ダムの代表的なものは、対象事業実施区域の南東側に内場ダ

ム、南西側に田万ダムがある。ため池は、北東側に神内池、南西側に永富池があるほか、

調査区域全域に多数が広範囲に分布している。 

 調査区域では、香東川や田万川等の河川で 5 地点、神内池、永富池等のため池で 2 地

点、内場ダム、田万ダムではダム湖周辺の 7 地点において水質調査が実施されている。 

 環境基準点である香東川・岩崎橋における令和 4 年度の測定結果は、健康項目及びダ

イオキシン類調査では環境基準を達成していたが、生活環境項目の大腸菌数は環境基準

を達成しなかった。 

 調査区域では、令和 4 年度に香東川の岩崎橋において水底のダイオキシン類調査が

実施されている。水底のダイオキシン類調査の結果は、環境基準を達成している。 

 調査区域では、地下水の状況について、概況調査が 1 地点（香南町）で行われてい

る。なお、香川県では、過年度に実施された概況調査及び汚染井戸周辺地区調査により

確認した汚染地域で実施される継続監視調査が 29 地点で実際されているが、調査区域

には、継続監視調査地点はない。 

 概況調査の令和 4 年度の測定結果は、環境基準を達成している。 

 また、調査区域では、令和 4 年度に高松市塩江町において実施された地下水のダイオ

キシン類の測定が実施されており、環境基準を達成している。 
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表 3-1(2) 対象事業実施区域及びその周囲の概況（地域特性）  

項 目 地 域 特 性 

自 

然 

的 

状 

況 

土壌 

及び 

地盤 

 調査区域の北部には、褐色森林土壌（黄褐系）、乾性褐色森林土壌（黄褐系）及び黄

色土壌が広く分布し、調査区域北端に位置する香東川の扇状地には、粗粒灰色低地土

壌が分布する。また、調査区域北東部には、細粒灰色低地土壌が点在して分布する。調

査区域の中央部及び北部には、乾性褐色森林土壌（黄褐系）が広く分布し、褐色森林土

壌（黄褐系）や褐色低地土壌が点在して分布する。 

 調査区域では 2 か所で土壌のダイオキシン類調査が実施されており、令和元年度及

び令和 4 年度における調査では、いずれも環境基準を達成している。 

 調査区域の近年の調査では地盤沈下は認められていない。 

地形 

及び 

地質 

 調査区域には、北部は砂礫台地（上位・下位）に谷底平野及び氾濫原が入り組み、複

数の中小河川が分布する。また、中央部には前山丘陵と呼ばれる山麓地が広く分布し、

讃岐山脈の一部である南部には中起伏山地及び小起伏山地が分布する。調査区域を北

東から南に流下する香東川の周囲には谷底平野及び氾濫原が分布し、その両岸には崖

が連続的に分布する。また、調査区域の北端には高松平野へ続く扇状地が形成されて

いる。 

 調査区域には活断層とされる長尾活動セグメントが分布するが、対象事業実施区域

には分布しない。 

 調査区域には、広範囲に花崗岩類が分布する。また、調査区域の北部には、礫、砂お

よび粘土（高位堆積物）、砂礫および粘土（低位堆積物）等の半固結堆積物が分布し、

調査区域の南端部には、泥岩および泥岩がち砂岩・泥岩互層が分布し、長尾断層が東西

方向に走る。更に、香東川等の河川周辺には礫がち堆積物、泥がち堆積物等の未固結堆

積物が分布する。 

 調査区域には、重要な地形及び地質はない。 

動 植 物

の 生 息

又 は 生

育、植生

及 び 生

態 系 の

状況 

・調査区域及びその周辺において、140 科 695 種の植物が確認された。 

・調査区域は香川県の中央部に位置し、全域が暖温帯ヤブツバキクラス域に属してい

る。植生はヤブツバキクラス域代償植生であるアカマツ群落（VII）及びコナラ群落

（VII）が分布し、特に南側の山地には広範囲に分布するほか、調査区域南部の丘陵

地・山地を中心に、スギ・ヒノキ・サワラ植林が見られる。 

 香東川、綾川等の河川沿いは、水田雑草群落が広く分布し、北側に点在する社寺林を

中心に、アラカシ群落、カナメモチ－コジイ群集やシイ・カシ二次林等の常緑広葉樹

林が分布する。 

 調査区域を北東から南に流れる香東川水系や綾川水系の河畔には、水辺植生として

主にツルヨシ群集が分布し、調査区域の北部を中心に全域に点在するため池の周辺

には、アカメヤナギ群落、低木群落、ヨシクラス植生等が分布する 

・調査区域及びその周辺において、81 科 256 種の重要な植物が確認された。 

・調査区域の重要な植物群落としては、「藤尾神社社叢」、「川上神社社叢（植物）」の 2

件が分布する。 

・調査区域には 6 件の巨樹があり、そのうち対象事業実施区域に最も近い和田神社の

コナラである。対象事業実施区域には巨木林はない。 
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表 3-1 (3) 対象事業実施区域及びその周囲の概況（地域特性）  

項 目 地 域 特 性 

自 

然 

的 

状 

況 

動 植 物

の 生 息

又 は 生

育、植生

及 び 生

態 系 の

状況 

・調査区域及びその周辺において、哺乳類 33 種、鳥類 182 種、爬虫類 16 種、両生類

15 種淡水魚類 38 種、クモ類 12 種、昆虫類 789 種、底生動物 24 種、陸産貝類 101

種が確認された。 

・調査区域及びその周辺において、哺乳類 3 種、鳥類 77 種、爬虫類 4 種、両生類 6 種,

魚類 19 種、昆虫類 146 種、底生動物 19 種、陸産貝類 44 種の重要な動物種が確認

された。 

・調査区域及びその周辺における、地形及び土地利用状況、植生等の観点から、自然環

境の類型化を行ったところ、調査区域においては「里地生態系」「丘陵地・山地の樹林地

を中心とする生態系」が分布すると考えられた。 

・調査区域には、「鳥獣保護区」「香川県自然環境保全条例に基づく自然環境保全地域」

「生物多様性の観点から重要度の高い湿地」「生物多様性重要地域（KBA）」などがある。 

景 観 及

び 人 と

自 然 と

の 触 れ

合 い の

活 動 の

場 の 状

況 

 調査区域の主要な眺望点としては、対象事業実施区域の北西側に位置する高松空港展

望台や、対象事業実施区域の北東側に位置する藤尾神社（展望台）が挙げられる。 

調査区域の景観資源としては、県自然環境保全地域として選定されている藤尾山や、社

叢が特定植物群落に指定されている藤尾神社、「香川県のみどり百選」に選考されている

神内池等が挙げられる。 

 対象事業実施区域の北西側に位置するさぬき空港公園は飛行機が見えるレクリエーシ

ョンの場として、北東側に位置するドングリランドは香川県自然環境保全地域内にあり、

自然と触れ合う森林公園として親しまれている。また、対象事業実施区域の北側を東西

方向に通る四国自然歩道は、歩いて四国を一周することができる全長 1,647km の長距

離自然歩道である。 

一 般 環

境 中 の

放 射 性

物 質 の

状況 

 調査区域に最も近い原子力規制委員会が設置するモニタリングポストとしては、対象

事業実施区域の北約 17.2km に位置する環境保健研究センター（高松市）があり、大気

中の放射線量の連続的な監視が行われている。 

 令和 4 年度の環境保健研究センター（高松市）の結果は、除染を行う基準として環境

省が示す「追加被ばく線量 1mSv/年」に相当する空間線量率 0.23μSv/h を下回ってい

る。 

歴史的、

文 化 的

状況 

 調査区域の指定文化財は、県指定天然記念物の岩部八幡神社のイチョウや市指定有形

文化財の藤尾八幡神社奉納鏡等５件、登録文化財は市登録文化財の城所山 2 号墳が１件

あるが、対象事業実施区域にはない。 
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表 3-1(4) 対象事業実施区域及びその周囲の概況（地域特性）  

項 目 地 域 特 性 

社 

会 

的 

状 

況 

人口及び

産業の状

況 

 調査対象地域である高松市の令和 5 年の人口・世帯数は、411,288 人、190,739 世

帯、また、総面積に対する人口密度は 1,095.2 人/km2 となっている。綾川町の令和 5

年の人口・世帯数は、22,071 人、8,950 世帯、また、総面積に対する人口密度は 201.1

人/km2 となっている。 

・調査対象地域である高松市及び綾川町における令和 3 年の産業別人口の構成比は、

高松市では第 1 次産業が 0.38%、第 2 次産業が 16.59%、第 3 次産業が 83.03%、

綾川町では第 1 次産業が 3.37%、第 2 次産業が 31.08%、第 3 次産業が 65.56%

となっており、高松市、綾川町ともに第 3 次産業が最も多くなっている。 

・調査対象地域である高松市の令和 2 年の農業の状況は、農業経営体数は 3,700 経営

体で香川県全体の約 22%、綾川町の農業経営体数は 1,083 経営体で香川県全体の

約 6.6%を占めている。 

・調査対象地域である高松市の令和 3 年の工業の状況は、事業所数は 550、従業者数

は 15,326 人、製造品出荷額等は 39,268,057 万円で、綾川町の事業所数は 43、従

業者数は 2,255 人、製造品出荷額等は 6,382,545 万円となっている。 

・調査対象地域である高松市及び綾川町における令和 3 年の商業の状況は、高松市で

事業所数は 4,632、従業者数が 41,375 人、綾川町で事業所数は 230，従業者数が

1,986 人となっている。 

土地利用

の状況 

 調査対象地域である高松市、綾川町ともに山林、田及び宅地が多くを占める。 

 調査対象地域である高松市では 24,041ha が都市計画区域に指定され、都市計画区

域のうち約 6,490ha に用途地域が設定されているが、対象事業実施区域にはない。ま

た、綾川町では 3,847ha が都市計画区域に指定され、都市計画区域のうち約 110ha

に用途地域が設定されている。 

 調査区域及び対象事業実施区域には、風致地区は指定されていない。 

 調査対象地域である高松市には、高松市都市計画マスタープラン（平成 20 年 12 月

策定、平成 29 年 8 月改定）がある。また、綾川町は綾川町都市計画マスタープラン

（令和 5 年 3 月）がある。 

河川、湖

沼及び海

域並びに

地下水の

利用の状

況 

 調査区域は香川県の南部に位置し、二級河川の香東川をはじめ、二級河川本津川や

綾川水系の田万川等、讃岐山脈を源にした、河床勾配が急峻で流路延長が短い河川が

流れている。 

 調査区域には、神内池や永富池、奥谷池等のため池のほか、広範囲に多数の小規模な

ため池がみられる。 

 香川県の用途別の地下水の利用比率（平成 18 年度）は、水道用水 20.1%、工業用

水 47.5%、農業用水 7.8%となっている。 

 香川用水は、吉野川水系の水資源の有効利用を目指す、吉野川総合開発計画の一環

として計画されたもので、その水源として吉野川上流に建設された早明浦ダムによっ

て新たに開発された年間水量 8 億 6,300 万 m3 のうち、2 億 4,700 万 m3 の水が、徳

島県三好市池田町に建設された池田ダムから、讃岐山脈を貫く 8km の導水トンネルで

香川県三豊市財田町に導かれ、そこから東西に延びる幹線水路によって香川県内各所

へ送水され、農業用水、水道用水や工業用水として利用されている。 

 調査区域には、音谷池に第二種区画漁業権が設定されているが、対象事業実施区域

内に漁業権の区域はない。 
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表 3-1(5) 対象事業実施区域及びその周囲の概況（地域特性）  

項 目 地 域 特 性 

社 

会 

的 

状 

況 

交通の状

況 

・調査区域の交通網は、対象事業実施区域の東側を一般国道 193 号線が南北に、北側

を一般国道 377 号線が東西に延びて一般国道 193 号線と交わる。このほか、調査区

域の西側には主要地方道（県道）国分寺中通線、東側には一般県道枌所西中徳線及

び主要地方道(県道)中徳三谷高松線が延びている。 

 対象事業実施区域に最も近い区間は、一般国道 193 号線の区間番号「10650」で、

平日 24 時間の自動車交通量は 7,045 台となっている。 

・令和 3 年の自動車保有台数は、高松市と綾川町ともに、乗用車の軽四輪車が最も多

く、高松市は 103,635 台、綾川町は 7,620 台となっている。 

 調査区域及び対象事業実施区域には鉄道はない。 

学校、病

院等の施

設 

 対象事業実施区域の北側に川東南保育所、南東側に塩江こども園や塩江小学校等、

塩江中学校がある。 

 対象事業実施区域の北側に介護老人保健施設の医療法人仁泉会 鮎の里や北東側に

特別養護老人ホームの社会福祉法人燦々会のさんさん荘等がある。 

 なお、調査区域内には、配慮が特に必要な医療施設（病院及び病床数 1 床以上の診

療所）や文化施設はない。 

 調査区域では、主に一般国道 193 号線や一般国道 377 号線沿い等の道路周辺、及び

高松空港の北側に建物が集中している。 

上下水道

の整備の

状況 

・上水道の給水状況は、普及率が高松市が 99.4%、綾川町が 98.0%となっている。 

 対象事業実施区域の給水区域は、東部浄水場・綾川浄水場給水区域に位置している。 

・下水道の整備状況は、公共下水道普及率が高松市で 64.3%、綾川町 39.3％となって

いる。 

 調査対象地域である高松市及び綾川町で発生する生活排水及びし尿は、公共下水道、

農業集落排水施設、コミュニティ・プラント、合併処理浄化槽及びし尿処理施設で処

理しており、一部の生活雑排水は未処理のまま公共用水域に放流されている。 

廃棄物の

状況 

 調査区域には、一般廃棄物処理施設が 1 件(高松市南部クリーンセンター)、産業廃

棄物処理施設が 4 件ある。 

・令和 2 年度の一般廃棄物（ごみ）の総排出量は、高松市では 136,117t、綾川町では

6,095t である。 

・香川県の平成 30 年度の産業廃棄物総排出量は 2,476 千 t となっている。 

 建設副産物に係る関係法令等が定められており、四国地方・香川県に関するものと

しては以下がある。 

・四国地方建設リサイクル推進計画（平成 27 年 10 月 建設副産物対策四国地方連絡

協議会） 

・香川県環境基本条例（平成７年３月 22 日香川県条例第４号）第８条第 4 項 

・香川県環境基本計画（令和 3 年 10 月 香川県） 

・香川県における特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物 の再資源化

等の促進等の実施に関する指針 
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表 3-2（1）  対象事業実施区域及び調査区域の主な法令等の区域指定状況  

区

分 
法令等 地域・区域等 

指定の有無 

対象事

業実施

区域 

調査 

区域 

生 

活 

環 

境 

大気汚染防止法 指定地域（硫黄酸化物の総量規制） × × 

騒音規制法 騒音について規制する地域 × ○ 

振動規制法 

振動を防止することにより住民の生活

環境を保全する必要があると認める地

域 

× ○ 

悪臭防止法 悪臭原因物の排出を規制する地域 × ○ 

自動車から排出される窒素酸化物及び粒

子状物質の特定地域における総量の削減

に関する特別措置法 

対策地域（窒素酸化物対策地域、粒子状

物質対策地域） 
× × 

水質汚濁防止法 指定地域（総量削減） ○ ○ 

瀬戸内海環境保全特別措置法 
瀬戸内海の環境の保全に関係がある府

県 
○ ○ 

湖沼水質保全特別措置法 指定湖沼、指定地域 × × 

土壌汚染対策法 要措置区域、形質変更時要届出区域 × × 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 指定区域（地下に廃棄物がある土地） × ○ 

自 

然 

環 

境 

自然公園法 国立公園、国定公園 × × 

自然環境保全法 
原生自然環境保全地域、自然環境保全地

域 
× × 

香川県立自然公園条例 県立自然公園 × × 

香川県自然環境保全条例 自然環境保全地域 × ○ 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保

存に関する法律 
生息地等保護区 × × 

特に水鳥の生息地として国際的に重要な

湿地に関する条約 
ラムサール条約登録湿地 × × 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関

する条約 
文化遺産、自然遺産 × × 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化

に関する法律 

鳥獣保護区、特定猟具使用禁止区域、特

定猟具使用制限区域 
× ○ 

森林法 保安林、地域森林計画対象民有林 ○ ○ 

みどり豊かでうるおいのある県土づくり

条例 
緑化推進地域 × × 
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表 3-2（2）  対象事業実施区域及び調査区域の主な法令等の区域指定状況  

区

分 
法令等 地域・区域等 

指定の有無 

対象事

業実施

区域 

調査 

区域 

土 

地 

利 

用 

国土利用計画法 

都市地域 × ○ 

農業地域 ○ ○ 

森林地域 ○ ○ 

自然公園地域 × × 

自然保全地域 × × 

生産緑地法 生産緑地地区 × × 

砂防法 砂防指定地 × ○ 

地すべり等防止法 地すべり防止区域 × × 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す

る法律 
急傾斜地崩壊危険区域 × ○ 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律 

土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒

区域 
× ○ 

都市緑地法 緑地保全地域、特別緑地保全地区 × × 

宅地造成規制法 宅地造成工事規制区域 × × 

古都における歴史的風土の保存に関する

特別措置法 
歴史的風土保存区域 × × 

農業振興地域の整備に関する法律 農用地区域 × ○ 

国有林の管理経営に関する法律 国有林野 × ○ 
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第4章 対象事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価

の手法 
 4.1 環境影響評価を行う項目の選定及び理由  

 4.1.1 環境影響要因の抽出  

対象事業の実施に係る環境影響要因は、本事業に係る「工事の実施」及び「施設

の供用」において、表 4-1 に示す内容が考えられる。  

なお、新施設（焼却施設）と同敷地内に関連施設である破砕・資源化施設の改造・

延命化を予定していることから、関連施設の影響についても予測・評価する。  

 

 

表 4-1 環境影響の要因の抽出  

環境影響の要因 想定される事業活動の内容 

工事の実施 

工事用資材 

等の搬出入 

 工事用の資材及び機械の搬出入等に係る車両が走行し、排ガス

（NO2、SPM）及び騒音、地盤振動が発生する。 

建設機械の 

稼働 

 造成工事及び施設の建設工事を実施するため、各種の建設機械が稼働

し、排ガス（NO2、SPM）及び粉じん等、騒音、地盤振動が発生する。 

造成等の施 

工による一 

時的な影響 

 造成工事に伴う切土・盛土工事によって、土地の改変が生じる。 

 造成工事に伴い、降雨時に下流河川へ濁水が流出するおそれがある。 

 造成工事や施設の建設工事に際して、廃棄物及び残土が発生する。 

施設の供用 

施設の存在 
 新施設や造成法面が出現する。 

 関連施設の外観が変化する場合がある。 

施設の稼働 

 新施設が稼働し、煙突より廃棄物の焼却に伴う排ガスが発生する。 

 新施設及び関連施設が稼働し、騒音及び地盤振動、悪臭、廃棄物、温

室効果ガスが発生する。 

廃棄物の搬 

出入 

 新施設及び関連施設への廃棄物の搬出入に係る車両が走行し、排ガス

（NO2、SPM）の排出及び騒音、地盤振動発生する。 
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 4.1.2 環境影響評価の項目  

(1) 環境影響評価の項目の選定 

本事業に係る環境影響評価の項目の選定にあたっては、対象事業の内容並びに対

象事業実施区域周囲の自然的・社会的状況を把握した上で、「香川県環境影響評価

技術指針」（平成25年7月1日、香川県）のほか、「廃棄物処理施設生活環境影響調

査指針」（平成18年、環境省 大臣官房 廃棄物・リサイクル対策部）（以下「調査指

針」という。）、「道路環境影響評価の技術手法（平成24年度版）」（平成25年3月、

国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人土木研究所）（以下「技術手法」

という。）等を参考とした。また、「香川県環境影響評価技術指針」において、ごみ

焼却施設として参考となる項目が示されていないことから、隣接県（徳島県、愛媛

県）における環境影響評価技術指針も参考とした。  

環境影響の要因（以下「影響要因」という。）は、本事業に係る工事の実施及び

施設の供用の影響を対象とした。  

抽出した影響要因及び影響要因により影響を受けるおそれがある環境要素を表 

4-2に示す。環境要素として、「大気質」、「騒音・超低周波音」、「振動」、「悪臭」、

「水質」、「植物」、「動物」、「生態系」、「景観」、「廃棄物等」及び「温室効果ガス」

の11項目を選定した。新施設とほぼ同時期に関連施設の延命化工事及び施設稼働

が計画されていることから、「大気質」、「騒音・超低周波音」、「振動」、「悪臭」、「景

観」、「廃棄物等」及び「温室効果ガス」については、新施設とともに関連施設も考

慮して、環境影響を検討する。  
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表 4-2 環境影響評価の項目の選定  

 

影響要因の区分 

 

 

 

 

 

 

環境要素 

工事の実施 施設の供用 

工
事
用
資
材
等
の
搬
出
入 

建
設
機
械
の
稼
働 

造
成
等
の
施
工
に
よ
る 

一
時
的
な
影
響 

施
設
の
存
在 

施
設
の
稼
働 

廃
棄
物
の
搬
出
入 

廃
棄
物
の
発
生 

大気環境 大気質 硫黄酸化物     ○   

窒素酸化物 ◎ ◎   ○ ◎  

浮遊粒子状物質 ◎ ◎   ○ ◎  

粉じん等  ○  ●   

塩化水素     ○   

ダイオキシン類     ○   

水銀     ○   

騒音・超

低周波音 

騒音 ◎ ◎   ○● ◎  

超低周波音     ○   

振動 ◎ ◎   ○● ◎  

悪臭     ○●   

水環境 水質 浮遊物質量   ○     

水温        

有害物質等        

底質        

地下水質        

水象        

土壌環境・ 

その他の環境 

地形・地質        

地盤        

土壌        

植物   ○    

動物   ○    

生態系   ○    

景観    ○    

人と自然との触れ合いの活動の場        

廃棄物等   ○    ○ 

水資源        

温室効果ガス     ○●   

注1）  は隣接県（徳島県、愛媛県）における環境影響評価条例における技術指針において、ごみ焼却

施設に係る参考項目として記載されている項目である。 

は調査指針において検討項目として記載されている項目である。 

注2）「○」は新施設の影響として選定する項目である。 

「●」は新施設の影響ではなく、関連施設の影響を予測・評価する項目である。 

「◎」は新施設の影響とともに関連施設の影響についても予測・評価する項目であり、新施設の

影響に関連施設の影響を足し合せた影響について評価を行う。 

「○●」は新施設の影響とともに関連施設の影響についても予測・評価する項目であり、新施設

と関連施設の影響について、それぞれ評価を行う。 
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(2) 環境影響評価の項目の選定理由及び非選定理由 

抽出した影響要因及び影響要因により影響を受けるおそれがある環境要素として、表 4-2においてごみ焼却施設に係る参考・検討項目とされている項目又は参考・検討項目とされていないが、

追加した項目並びに特に環境要素として、参考・検討項目として掲げられていない項目について、環境影響評価の項目の選定理由及び非選定理由を表 4-3(1)～(2)に記載した。 
 

表 4-3(1) 環境影響評価の項目の選定理由及び非選定理由  

環境影響評価の項目 選定 

結果 
環境影響評価項目の選定理由及び非選定理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

大気環境 大気質 工事の実施 工事用資材等の搬出入 

○ 

主要な工事用資材等の搬出入ルート上に集落等が存在し、工事用資材等の搬出入の車両走行に伴い大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）の影響が想定される

ことから選定した。粉じん等（降下ばいじん）については、工事用資材等の搬出入車両の入退場時にタイヤ等を洗浄すること、主要な工事用資材等の搬出入ル

ートは舗装されていることより粉じん等（降下ばいじん）の発生は極めて小さいことから、選定しない。なお、粒子状物質については、浮遊粒子状物質として

項目選定した。 

建設機械の稼働、造成等の施工によ

る一時的な影響 
○ 

対象事業実施区域周辺に集落等が存在し、建設機械の稼働及び造成等の施工に伴い大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等（降下ばいじん））の影響

が想定されることから選定した。 

施設の供用 施設の稼働 
○ 

対象事業実施区域周辺に集落等が存在し、施設の稼働（煙突排ガスの排出、廃棄物の破砕・選別）に伴い大気質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、

粉じん等（浮遊粉じん）、塩化水素、ダイオキシン類、水銀）の影響が想定されることから選定した。 

廃棄物の搬出入 
○ 

主要な廃棄物の搬出入ルート上に集落等が存在し、廃棄物の搬出入による車両走行に伴い大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）の影響が想定されることから

選定した。 

騒音・超低周

波音 

工事の実施 工事用資材等の搬出入 ○ 主要な工事用資材等の搬出入ルート上に集落等が存在し、工事用資材等の搬出入に伴い騒音の影響が想定されることから選定した。 

建設機械の稼働 ○ 対象事業実施区域周辺に集落等が存在し、建設機械の稼働に伴い騒音の影響が想定されることから選定した。 

施設の供用 施設の稼働 ○ 対象事業実施区域周辺に集落等が存在し、施設の稼働に伴い騒音・超低周波音の影響が想定されることから選定した。 

廃棄物の搬出入 ○ 主要な廃棄物の搬出入ルート上に集落等が存在し、廃棄物の搬出入による車両走行に伴い騒音の影響が想定されることから選定した。 

振動 工事の実施 工事用資材等の搬出入 ○ 主要な工事用資材等の搬出入ルート上に集落等が存在し、工事用資材等の搬出入に伴い地盤振動の影響が想定されることから選定した。 

建設機械の稼働 ○ 対象事業実施区域周辺に集落等が存在し、建設機械の稼働に伴い地盤振動の影響が想定されることから選定した。 

施設の供用 施設の稼働 ○ 対象事業実施区域周辺に集落等が存在し、施設の稼働に伴い地盤振動の影響が想定されることから選定した。 

廃棄物の搬出入 ○ 主要な廃棄物の搬出入ルート上に集落等が存在し、廃棄物の搬出入による車両走行に伴い地盤振動の影響が想定されることから選定した。 

悪臭 施設の供用 施設の稼働 ○ 対象事業実施区域周辺に集落等が存在し、施設の稼働に伴い悪臭の発生が想定されることから選定した。 

水環境 水質 工事の実施 造成等の施工による一時的な影響 
○ 

造成等の施工の際、降雨時に濁水が発生するおそれがある。発生する濁水については、適切に処理をして対象事業実施区域下流の河川（沢）へ放流する計画で

あるが、主な汚濁要因となる水質（水の濁り）については、その影響の程度を確認するため選定した。 

施設の供用 施設の稼働 × 施設から発生する施設排水は施設内で処理又は公共下水道へ放流する。公共用水域の水質に与える影響はないことから選定しない。 

底質 工事の実施 造成等の施工による一時的な影響 
× 

造成等の施工の際、降雨時に濁水が発生するおそれがあるが、発生する濁水については、適切に処理をして対象事業実施区域下流の河川（沢）へ放流する計画

であり、公共用水域の底質に与える影響はないことから選定しない。 

施設の供用 施設の稼働 × 施設から発生する施設排水は施設内で処理又は公共下水道へ放流する。公共用水域の底質に与える影響はないことから選定しない。 

地下水質 工事の実施 造成等の施工による一時的な影響 
× 

造成等の施工の際、降雨時に濁水が発生するおそれがあるが、発生する濁水については、適切に処理をして対象事業実施区域下流の河川（沢）へ放流する計画

であり、地下水質への影響は想定されないため選定しない。 

施設の供用 施設の稼働 × 施設の供用において、施設排水は施設内で処理又は公共下水道へ処理する計画であり、河川放流は行わないことから選定しない。 

水象 工事の実施 造成等の施工による一時的な影響 × 工事の実施において、下流河川の流況変化を伴うような流域改変は実施しないことから選定しない。 

施設の供用 施設の稼働 × 施設の供用において、施設排水は施設内で処理又は公共下水道へ処理する計画であり、河川放流は行わないことから選定しない。 

土壌環境 

・ そ の 他

の環境 

地形・地質 施設の供用 施設の存在 × 対象事業実施区域に国、県、市指定の文化財や日本の地形レッドデータ等に記載されている配慮すべき地形及び地質は存在しないことから選定しない。 

地盤 工事の実施 造成等の施工による一時的な影響 × 工事の実施及び施設の供用において、地下水の揚水利用は計画しておらず、地盤沈下を発生させる工法も採用しないことから選定しない。 

施設の供用 施設の稼働 × 

土壌 施設の供用 施設の稼働 
× 

施設の供用において、施設排水は施設内で処理又は公共下水道へ放流とすること、ごみピットは止水性のある強固な構造とし、搬入されたごみから発生する汚

水が周辺へ流出することはないことから選定しない。 

植物 工事の実施 造成等の施工による一時的な影響 
○ 

対象事業実施区域及びその周辺を含む地域特性を把握する範囲において、文献資料によると重要な植物種の生育の場合があるため、造成等の施工に伴う土地の

改変及び施設の存在による一部の植生の消失等による植物への影響が想定されることから選定した。 施設の供用 施設の存在 

動物 工事の実施 造成等の施工による一時的な影響 
○ 

対象事業実施区域及びその周辺を含む地域特性を把握する範囲において、文献資料によると重要な動物種の生息の場合があるため、造成等の施工に伴う土地の

改変及び施設の存在、濁水処理水の放流等による動物への影響が想定されることから選定した。 施設の供用 施設の存在 

注 1）「○」は選定した項目を、「×」は選定しなかった項目を示す。 

注 2）底質、水象及び地盤は、表 4-2 に参考とされる項目に該当がないことから、新施設等の事業特性を勘案し、造成等の施工による一時的な影響及び施設の稼働について、影響のおそれの有無を検討した。
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表 4-3(2) 環境影響評価の項目の選定理由及び非選定理由  

環境影響評価の項目 
選定 

結果 
環境影響評価項目の選定理由及び非選定理由 環境要素

の区分 
影響要因の区分 

生態系 工事の

実施 

造成等の施工によ

る一時的な影響 ○ 
対象事業実施区域及びその周辺を含む地域特性を把握する

範囲において、文献資料によると重要な生態系が存在する

可能性があるため、造成等の施工に伴う土地の改変及び施

設の存在による一部の植生の消失、濁水処理水の放流等に

よる生態系への影響が想定されることから選定した。 

施設の

供用 

施設の存在 
○ 

景観 施設の

供用 

施設の存在 

○ 

施設の存在に伴い対象事業実施区域の周囲に存在する主要

展望地点及び景観資源並びに主要な眺望景観に影響を及ぼ

す可能性があることから選定した。 

人と自然 

との触れ 

合いの活 

動の場 

施設の

供用 

施設の存在 

× 

対象事業実施区域は、文献資料調査で確認された主要な人と

自然との触れ合いの活動の場から十分（500ｍ以上注 2））離

れていることから選定しない。 

廃棄物等 工事の

実施 

造成等の施工によ

る一時的な影響 
○ 

造成等の施工の際、廃棄物等（廃棄物及び残土）の発生が

想定されることから選定した。 

施設の

供用 

廃棄物の発生 
○ 

施設の稼働に伴い施設から廃棄物（焼却残渣等）の発生が

想定され、その影響を予測及び評価するため選定した。 

水資源 工事の

実施 

造成等の施工によ

る一時的な影響 
× 

工事の実施及び施設の供用において、地下水の揚水利用は

計画していないことから選定しない。 

施設の

供用 

施設の稼働 
× 

温室効果 

ガス 

施設の

供用 

施設の稼働 
○ 

施設の稼働に伴い温室効果ガスの発生が考えられ、その影

響を予測及び評価するため選定した。 

注 1）「○」は選定した項目を、「×」は選定しなかった項目を示す。 

注 2）「面整備事業環境影響評価技術マニュアル」（平成 11 年 建設省都市局都市計画課監修）に基づく。 

注 3）水資源は、表 4-2 に参考とされる項目に該当がないことから、新施設等の事業特性を勘案し、造成等の施工

による一時的な影響及び施設の稼働について、影響のおそれの有無を検討した。 
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 4.2 調査及び予測、評価手法の選定  

 4.2.1 大気質  

大気質に係る事業特性及び地域特性、調査及び予測、評価手法等は、表  4-4～表 

4-19 に示すとおりである。  

 

表 4-4 事業特性及び地域特性（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）： 

工事用資材等の搬出入）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施設は

現有施設を改造・延命化する。 

・主要走行ルートの沿道において、工事用資材等の

搬出入車両が走行する。 

 

・対象事業実施区域に現有施設が存在し、現有施設

から廃棄物運搬車両が走行している。 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっており、工

事用資材等の搬出入車両の主要な走行ルート沿道

に住居等が点在する。 

 

表 4-5(1) 調査手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）：工事用資材等の搬出入） 

調査すべ

き情報 

1)大気質濃度の状況 

2)気象の状況 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)大気質濃度の状況 

[現地調査] 

環境基準に基づく方法として、以下の方法で調査する。 

・窒素酸化物：オゾンを用いる化学発光法とし、試料採取高さは地上から 1.5m とする。 

・浮遊粒子状物質：ベータ線吸収法とし、試料採取高さは地上から 3.0m とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：気象庁データ等の情報の収集並びに当該情報の整理及び解析に

よる方法とする。 

[現地調査] 

｢地上気象観測指針｣等に準じた方法として、以下の方法で調査する。 

・地上気象（風向・風速）：風車型風向風速計を用いる手法とし、現有施設の屋上に設置す

る。（気象観測高さ（地上から）は 40m 程度を想定） 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理表・箇所別基本表・時間

別交通量表）」等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法と

する。 

[現地調査] 

大型車類、小型車類等の車種別、上下線方向別に毎時間の交通量及び平均走行速度を計測す

る方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、大気質への影響が想定される範囲を含む地域とする。 
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表 4-5 (2) 調査手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）：工事用資材等の搬出入） 

調査地点 

調査地域における大気質濃度等の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)大気質濃度の状況 

[現地調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：工事用資材等の搬出入車両の主要走行ルートにおける影響

が大きいと想定される代表的な道路沿道とし、図 4-1 に示す４地点とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：対象事業実施区域最寄の地域気象観測所１地点「香南（高松空港）」

とする。 

[現地調査] 

・地上気象（風向・風速）：対象事業実施区域内とし、図 4-1 に示す 1 地点とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺の「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理

表・箇所別基本表・時間別交通量表）」等の既存資料の交通量調査地点とする。 

[現地調査] 

工事用資材等の運搬における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道路

沿道とし、図 4-1 に示す 3 地点とする。 

調査対象

期間等 

調査地域における年間を通じた大気質濃度等の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度

とする。 

1)大気質濃度の状況 

[現地調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：1 週間×4 季（春、夏、秋、冬）とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：至近の情報とする。ただし、異常年検定に用いる情報については、

至近の 10 年間とする。 

[現地調査] 

・地上気象（風向・風速）：1 年間（1 時間値を連続測定）とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、平日・休日に各 1 回とする。（24 時

間） 
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図 4-1 大気質現地調査地点位置図（工事用資材等の搬出入）   

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 
25000 を複製して情報を追記したものである。 

道路沿道大気質調査地点（工事用資材の搬入車両の走行 4 地点） 

交通量調査地点（工事用資材の搬入車両の走行３地点） 

地上気象（現有施設 1 地点） 

工事用資材等における主要な車両走行ルート 
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表 4-6 予測手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）：工事用資材等の搬出入）  

予測内容 大気質濃度の変化の程度を予測する。 

予測方法 
プルーム式及びパフ式による計算を基本とした方法により年平均値を予測する。 

なお、予測では関連施設に係る工事用資材等の搬出入における車両の走行台数も考慮する。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における大気質濃度等の変化の程度を適切に把握し得る地点とし、調査地点と同様

の地点とする。 

予測対象

時期 
工事用資材等の搬出入車両の走行による影響が最大となる時期とする。 

 

表 4-7 評価手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）：工事用資材等の搬出入）  

環境影響の回避・低

減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により工事用資

材等の運搬車両の走行に伴って発生する物質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）に

係る環境影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又は低減されているもの

であるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

工事用資材等の運搬車両の走行に伴って発生する物質（窒素酸化物、浮遊粒子状

物質）に関する基準又は目標として、「大気の汚染に係る環境基準」が存在する。 

現地調査結果を勘案しつつ、環境基準との整合が図られているか否かについて評

価する。 

なお、新施設の影響に関連施設の影響を足し合せた影響について評価を行う。 
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表 4-8 事業特性及び地域特性（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等）： 

建設機械の稼働）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施

設は現有施設を改造・延命化する。 

・建設機械の稼働及び造成等の施工による一

時的な影響により、窒素酸化物、浮遊粒子状

物質、粉じん等（降下ばいじん）の増加が想

定される。 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・最寄住居は対象事業実施区域の東南東約 200m に位

置する。 

・窒素酸化物及び浮遊粒子状物質については、対象事業

実施区域最寄の一般局において環境基準値を下回っ

ている。 

 

表 4-9(1) 調査手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等）： 

  建設機械の稼働、造成等の施工による一時的な影響） 

調査すべ

き情報 

1)大気質濃度の状況 

2)気象の状況 

3)主要発生源の状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)大気質濃度の状況 

[既存資料調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：香川県の大気常時監視測定局の測定結果の情報の収集並び

に当該情報の整理及び解析による方法とする。 

[現地調査] 

環境基準等に基づく方法として、以下の方法で調査する。 

・窒素酸化物：オゾンを用いる化学発光法とし、試料採取高さは地上から 1.5m とする。 

・浮遊粒子状物質：ベータ線吸収法とし、試料採取高さは地上から 3.0m とする。 

・降下ばいじん：ダストジャーによる捕集法とし、試料採取高さは地上から 2～3m とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：気象庁データ等の情報の収集並びに当該情報の整理及び解析によ

る方法とする。 

[現地調査] 

「地上気象観測指針」等に準じた方法として、以下の方法で調査する。 

◆地上気象 

・風向・風速：風車型風向風速計を用いる手法とし、現有施設の屋上に設置する。（気象観測

高さは地上から 40m 程度を想定） 

・日射量：熱電堆式全天日射計を用いる手法とし、観測高さは地上から 1.5m とする。 

・放射収支量：熱電堆式放射収支計を用いる手法とし、観測高さは地上から 1.5m とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、大気質への影響が想定される範囲を含む地域とする。 
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表 4-9(2) 調査手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等）： 

  建設機械の稼働、造成等の施工による一時的な影響） 

調査地点 

調査地域における大気質濃度等の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)大気質濃度の状況 

[既存資料調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：対象事業実施区域最寄の一般局１地点（南消防署香川分署）

とする。 

[現地調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：図 4-2 に示す、対象事業実施区域 1 地点とする。 

・降下ばいじん：対象事業実施区域内の 1 地点及び最寄住居付近 1 地点とし、図 4-2 に示す

計 2 地点とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：対象事業実施区域最寄の地域気象観測所１地点「香南（高松空港）」

とする。 

[現地調査] 

・地上気象（風向・風速、日射量・放射収支量）：対象事業実施区域内とし、図 4-2 に示す 1

地点とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺とし、図 4-2 に示す範囲とする。 

調査対象 

期間等 

調査地域における年間を通じた大気質濃度等の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度

とする。 

1)大気質濃度の状況 

[既存資料調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：至近の 5 年間とする。 

[現地調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：1 週間×4 季（春、夏、秋、冬）とする。 

・降下ばいじん量：1 ヶ月間×4 季（春、夏、秋、冬）とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：至近の情報とする。ただし、異常年検定に用いる情報については、

至近の 10 年間とする。 

[現地調査] 

・地上気象（風向・風速、日射量・放射収支量）：1 年間（1 時間値を連続測定）とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 
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図 4-2 大気質現地調査地点位置図（建設機械の稼働、造成等の施工による一時的な影響） 

  

環境大気質（降下ばいじん）調査地点 

地上気象（現有施設１地点） 

 

 

環境大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質、降下ばいじん）調査地点 

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報を
追記したものである。 

関連施設 

現有施設 

（焼却施設）  
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表 4-10 予測手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等）： 

  建設機械の稼働、造成等の施工による一時的な影響） 

予測内容 大気質濃度の変化の程度を予測する。 

予測方法 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：プルーム式及びパフ式による計算を基本とした方法により

年平均値を予測する。なお、予測では関連施設に係る建設機械の稼働台数についても考慮

する。 

・降下ばいじん量：技術手法に基づき、降下ばいじんの発生及び拡散に係る既存データの事

例の引用又は解析により、季節別降下ばいじん量を計算する方法とする。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 

予測地域における大気質濃度等の変化の程度を適切に把握し得る地点とし、窒素酸化物及び

浮遊粒子状物質については、対象事業実施区域の敷地境界上の地点及び最寄住居付近、降下

ばいじん量については最寄住居付近とする。 

予測対象 

時期 
建設工事の実施による影響が最大となる時期とする。 

 

表 4-11 評価手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等）： 

  建設機械の稼働、造成等の施工による一時的な影響） 

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により建設機械

の稼働及び造成等の施工に伴って発生する物質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質、

降下ばいじん）に係る環境影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又は低

減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

建設機械の稼働及び造成等の施工に伴って発生する物質（窒素酸化物、浮遊粒子

状物質、降下ばいじん）に関する基準又は目標として、「大気の汚染に係る環境基

準」及び「スパイクタイヤ粉じんにおける生活環境の保全が必要な地域の指標を

参考として設定された降下ばいじんの参考値」等が存在する。現地調査結果を勘

案しつつ、これらの基準又は指標との整合が図られているか否かについて評価す

る。 

なお、新施設の影響に関連施設の影響を足し合せた影響についても評価を行う。 
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表 4-12 事業特性及び地域特性（大気質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、 

粉じん等、塩化水素、ダイオキシン類、水銀）：施設の稼働）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施

設は現有施設を改造・延命化する。 

・施設の稼働により、ごみの焼却に伴う煙突排

ガスが排出される。 

 

 

 

 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・対象事業実施区域の主に北側から東側にかけて集落が

位置している。 

・対象事業実施区域内においては、現有施設より煙突排

ガスが排出されている。 

・硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等に

ついては、対象事業実施区域最寄の一般局において環

境基準値を下回っている。 

 

表 4-13(1) 調査手法（大気質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等、 

塩化水素、ダイオキシン類、水銀）：施設の稼働） 

調査すべ

き情報 

1)大気質濃度の状況 

2)気象の状況 

3)地形・地物の状況 

4)主要発生源の状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)大気質濃度の状況 

[既存資料調査] 

・硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等：香川県の大気常時監視測定局の測

定結果の情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

[現地調査] 

環境基準等に基づく方法として、以下の方法で調査する。 

・二酸化硫黄：紫外線蛍光法とする。 

・窒素酸化物：オゾンを用いる化学発光法とし、試料採取高さは地上から 1.5m とする。 

・浮遊粒子状物質：ベータ線吸収法とし、試料採取高さは地上から 3.0m とする。 

・塩化水素：イオンクロマトグラフ法とし、試料採取高さは地上から 1.5m とする。 

・水銀：金アマルガム捕集加熱気化冷原子吸光法とし、試料採取高さは地上から 1.5m とす

る。 

・ダイオキシン類：ハイボリュームエアサンプラー捕集法とし、試料採取高さは地上から

1.2m とする。 

・浮遊粉じん：ロウボリュームエアサンプラー捕集法とし、試料採取高さは地上から 1.2m

とする。 
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表 4-13(2) 調査手法（大気質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等、 

塩化水素、ダイオキシン類、水銀）：施設の稼働） 

調査の基

本的な手

法 

（続き） 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：気象庁データ等の情報の収集並びに当該情報の整理及び解析によ

る方法とする。 

[現地調査] 

「地上気象観測指針」「高層気象観測指針」等に準じた方法として、以下の方法で調査する。 

◆地上気象 

・風向・風速：風車型風向風速計を用いる手法とし、現有施設の屋上に設置する。（気象観 

測高さ（地上から）は 40m 程度を想定） 

・気温：白金抵抗型温度計を用いる手法とし、観測高さは地上から 1.5m とする。 

・湿度：静電容量型湿度計を用いる手法とし、観測高さは地上から 1.5m とする。 

・日射量：熱電堆式全天日射計を用いる手法とし、観測高さは地上から 1.5m とする。 

・放射収支量：熱電堆式放射収支系を用いる手法とし、観測高さは地上から 1.5m とする。 

◆上層気象（気温、風向・風速）：ラジオゾンデ観測による手法とする。（観測高度：地上よ 

り 50m 間隔、上空 500m 程度まで） 

3)地形・地物の状況、4)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、大気質への影響が想定される範囲を含む地域とする。 

調査地点 

調査地域における大気質濃度等の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)大気質濃度の状況 

[既存資料調査] 

・硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等：対象事業実施区域最寄の一般局１地

点（南消防署香川分署）とする。 

[現地調査] 

・硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、塩化水素、ダイオキシン類、水銀：図 4-3 に

示す、対象事業実施区域及び周辺４地点の計５地点とする。 

・浮遊粉じん：対象事業実施区域内の 1 地点及び最寄住居付近 1 地点とし、図 4-3 に示す、

計 2 地点とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：対象事業実施区域最寄の地域気象観測所１地点「香南（高松空港）」

とする。 

[現地調査] 

・地上気象（気温・湿度、日射量・放射収支量）：対象事業実施区域内とし、図 4-3 に示す 1

地点とする。 

・地上気象（風向・風速）、上層気象：対象事業実施区域内とし、図 4-3 に示す 1 地点とす

る。 

3)地形・地物の状況、4)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺とし、図 4-3 に示す範囲とする。 
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表 4-13(3) 調査手法（大気質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等、 

塩化水素、ダイオキシン類、水銀）：施設の稼働） 

調査対象 

期間等 

調査地域における年間を通じた大気質濃度等の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度

とする。 

1)大気質濃度の状況 

[既存資料調査] 

・硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質：至近の 5 年間とする。 

[現地調査] 

・硫黄酸化物､窒素酸化物､浮遊粒子状物質､塩化水素､水銀､ダイオキシン類、浮遊粉じん：1

週間×4 季（春、夏、秋、冬）とする。（塩化水素・水銀は 24 時間値、ダイオキシン類、浮

遊粉じんは 7 日間値を測定する。） 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：至近の情報とする。ただし、異常年検定に用いる情報については、

至近の 10 年間とする。 

[現地調査] 

・地上気象：1 年間（1 時間値を連続測定）とする。 

・上層気象：7 日間（8 回／日）×4 季（春、夏、秋、冬）とする。 

3)地形・地物の状況、4)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 
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図 4-3 大気質現地調査地点位置図（施設の稼働）   

 

 

環境大気質（浮遊粉じん）調査地点 

地上気象・上層気象調査地点（現有施設各１地点） 

環境大気質（硫黄酸化物等（浮遊粉じん以外））調査地点 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000
を複製して情報を追記したものである。 
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表 4-14 予測手法（大気質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等、 

塩化水素、ダイオキシン類、水銀）：施設の稼働） 

予測内容 大気質濃度の変化の程度を予測する。 

予測方法 

プルーム式及びパフ式による計算を基本とした方法により年平均値を予測する。予測にあた

っては、周辺地形の起伏を考慮するものとする。また、1 時間値（短期濃度）については、一

般的な気象条件時（大気安定度不安定時）のほかに、短期的に高濃度が生じる可能性がある

上層逆転層発生時や逆転層崩壊時（フュミゲーション）、ダウンウォッシュ・ダウンドラフト

発生時の予測を行う。 

なお、浮遊粉じんは関連施設の影響を対象に、類似施設の現地調査結果及び環境保全対策等

を勘案して、定性的に予測を行う。 

予測地域 
調査地域に準じる地域とし、対象事業実施区域及びその周辺 2km 程度を包含する範囲とす

る。 

予測地点 
予測地域における大気質濃度等の変化の程度を適切に把握し得る地点とし、影響が最大とな

る地点及び調査地点と同様の地点とする。 

予測対象 

時期 
施設の稼働が定常となる時期とする。 

 

表 4-15 評価手法（大気質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、粉じん等、 

塩化水素、ダイオキシン類、水銀）：施設の稼働） 

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により施設の稼

働に伴って発生する物質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、浮遊粉じ

ん、塩化水素、ダイオキシン類、水銀）に係る環境影響が、実行可能な範囲で最

大限に回避され、又は低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

施設の稼働に伴って発生する物質（硫黄酸化物、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、

塩化水素、ダイオキシン類、水銀）に関する基準又は目標として、「大気の汚染に

係る環境基準」等が存在する。現地調査結果を勘案しつつ、これらの基準又は目

標との整合が図られているか否かについて評価する。 

なお、浮遊粉じんについては、関連施設の影響について評価を行うが、定性的な

予測を実施することから、評価の際は現地調査結果及び環境保全対策等を勘案し

た定性的に評価する。 
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表 4-16 事業特性及び地域特性（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）： 

廃棄物の搬出入）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施設

は現有施設を改造・延命化する。 

・主要走行ルートの沿道において、廃棄物の搬出

入車両が走行する。 

・対象事業実施区域に現有施設が存在し、現有施設か

ら廃棄物運搬車両が走行している。 

・対象事業実施区域周辺においては、山地が広がって

おり、廃棄物の搬出入における主要な車両走行ルー

ト沿道に住居等が点在する。 

 

表 4-17(1) 調査手法等（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）：廃棄物の搬出入）  

調査すべ

き情報 

1)大気質濃度の状況 

2)気象の状況（地上気象） 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)大気質濃度の状況 

[現地調査] 

環境基準に基づく方法として、以下の方法で調査する。 

・窒素酸化物：オゾンを用いる化学発光法とし、試料採取高さは地上から 1.5m とする。 

・浮遊粒子状物質：ベータ線吸収法とし、試料採取高さは地上から 3.0m とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：気象庁データ等の情報の収集並びに当該情報の整理及び解析に

よる方法とする。 

[現地調査] 

「地上気象観測指針」等に準じた方法として、以下の方法で調査する。 

・地上気象（風向・風速）：風車型風向風速計を用いる手法とし、現有施設の屋上に設置す

る。（気象観測高さは地上から 40m 程度を想定） 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理表・箇所別基本表・時 

間別交通量表）」等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法

とする。 

[現地調査] 

大型車類、小型車類等の車種別、上下線方向別に毎時間の交通量及び平均走行速度を計測す

る方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、大気質への影響が想定される範囲を含む地域とする。 

調査地点 調査地域における大気質濃度等の状況を適切に把握し得る地点とする。 
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表 4-17(2) 調査手法等（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）：廃棄物の搬出入） 

調査地点 

調査地域における大気質濃度等の状況を適切に把握し得る地点とする。 

[現地調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：廃棄物の搬出入における車両の主要走行ルートにおける影

響が大きいと想定される道路沿道とし、図 4-4 に示す４地点とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：対象事業実施区域最寄の地域気象観測所１地点「香南（高松空港）」

とする。 

[現地調査] 

・地上気象（風向・風速）：対象事業実施区域内とし、図 4-4 に示す 1 地点とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺の「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理

表・箇所別基本表・時間別交通量表）」等の既存資料の交通量調査地点とする。 

[現地調査] 

廃棄物の搬出入における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道路沿道

とし、図 4-4 に示す 3 地点とする。 

調査対象 

期間等 

調査地域における年間を通じた大気質濃度等の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度

とする。 

1)大気質濃度の状況 

[既存資料調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：至近の 5 年間とする。 

[現地調査] 

・窒素酸化物、浮遊粒子状物質：1 週間×4 季（春、夏、秋、冬）とする。 

2)気象の状況 

[既存資料調査] 

・地上気象（風向・風速）：至近の情報とする。ただし、異常年検定に用いる情報については、

至近の 10 年間とする。 

[現地調査] 

・地上気象（風向・風速）：1 年間（1 時間値を連続測定）とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、平日・休日に各 1 回とする。（24 時

間） 
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図 4-4 大気質現地調査地点位置図（廃棄物の搬出入）   

道路沿道大気質調査地点（廃棄物の搬出入車両の走行 4 地点） 

廃棄物の運搬における主要な車両走行ルート 

交通量調査地点（廃棄物の搬出入車両の走行３地点） 

地上気象（現有施設 1 地点） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000
を複製して情報を追記したものである。 
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表 4-18 予測手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）：廃棄物の搬出入） 

予測内容 大気質濃度の変化の程度を予測する。 

予測方法 

プルーム式及びパフ式による計算を基本とした方法により年平均値を予測する。 

なお、予測では関連施設に係る廃棄物の搬出入における車両の走行台数についても考慮す

る。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における大気質濃度等の変化の程度を適切に把握し得る地点とし、調査地点と同様

の地点とする。 

予測対象 

時期 
施設の稼働が定常となる時期とする。 

 

表 4-19 評価手法（大気質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）：廃棄物の搬出入） 

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により廃棄物の

搬出入における車両の走行に伴って発生する物質（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）

に係る環境影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又は低減されているも

のであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

廃棄物の搬出入における車両の走行に伴って発生する物質（窒素酸化物、浮遊粒

子状物質）に関する基準又は目標として、「大気の汚染に係る環境基準」が存在す

る。現地調査結果を勘案しつつ、環境基準との整合が図られているか否かについ

て評価する。 

なお、新施設の影響に関連施設の影響を足し合せた影響について評価を行う。 
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 4.2.2 騒音・超低周波音  

騒音・超低周波音に係る事業特性及び地域特性、調査及び予測、評価手法等は、

表  4-20～表  4-35 に示すとおりである。 

 

表 4-20 事業特性及び地域特性（騒音：工事用資材等の搬出入）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施

設は現有施設を改造・延命化する。 

・主要走行ルートの沿道において、工事用資材

等の搬出入車両が走行する。 

・対象事業実施区域に現有施設が存在し、現有施設から

廃棄物運搬車両が走行している。 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・工事用資材等の搬出入における主要な車両走行ルート

沿道に住居等が点在する。 

・騒音規制法に基づく区域区分として、対象事業実施区

域には規制区域はない。 

・高松市資料においては、本市内において、いずれの調

査地点も騒音環境基準以下となっている。 

 

表 4-21(1) 調査手法（騒音：工事用資材等の搬出入）  

調査すべ

き情報 

1)騒音の状況 

2)沿道の状況 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

4)騒音の種類ごとの予測の手法 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

「高松市資料」（令和 6 年 2 月）等による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による

方法とする。 

[現地調査] 

環境基準において定められた騒音についての測定の方法とし、測定高さは地上高さ 1.2m と

する。 

2)沿道の状況 

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理表・箇所別基本表・時間

別交通量表）」等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とす

る。 

[現地調査] 

大型車類、小型車類等の車種別、上下線方向別に毎時間の交通量を計測する方法とする。 
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表 4-21(2) 調査手法（騒音：工事用資材等の搬出入）  

調査地域 対象事業の実施により、騒音による影響が想定される範囲を含む地域とする。 

調査地点 

調査地域における騒音の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

「高松市資料」に記載されている地点とする。 

[現地調査] 

工事用の資材等の運搬における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道

路沿道とし、図 4-5 に示す４地点とする。 

2)沿道の状況 

[既存資料調査] 

騒音の状況と同様とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺の「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整 

理表・箇所別基本表・時間別交通量表）」等の既存資料の交通量調査地点とする。 

[現地調査] 

工事用資材等の運搬における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道路

沿道とし、図 4-5 に示す 3 地点とする。 

調査対象 

期間等 

調査地域における騒音の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

１日の実施とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、平日・休日に各 1 回とする。（24 

時間） 

2)沿道の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

[現地調査] 

騒音の状況と同様の日とする。 

なお、「4.2.1 大気質」における交通量調査と兼ねる。 
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図 4-5 騒音現地調査地点位置図（工事用資材等の搬出入）   

道路沿道騒音調査地点（工事用資材の搬入車両の走行 4 地点） 

工事用資材等における主要な車両走行ルート 

交通量調査地点（工事用資材の搬入車両の走行３地点） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000
を複製して情報を追記したものである。 
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表 4-22 予測手法（騒音：工事用資材等の搬出入）  

予測内容 騒音レベルの変化の程度を予測する。 

予測方法 

音の伝搬理論に基づく一般的な予測式（日本音響学会 道路交通騒音予測計算法に基づく予

測式）により計算する方法としつつ、「道路環境影響評価の技術手法」に基づく方法とする。 

なお、予測では関連施設に係る工事用資材等の搬出入における車両の走行台数も考慮する。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における騒音レベルの変化の程度を適切に把握し得る地点とし、調査地点と同様の

地点とする。 

予測対象

時期 
工事用資材等の搬出入車両の走行による影響が最大となる時期とする。 

 

表 4-23 評価手法（騒音：工事用資材等の搬出入）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により工事用資

材等の運搬車両の走行に伴って発生する騒音の影響が、実行可能な範囲で最大限

に回避され、又は低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

工事用資材等の運搬車両の走行に係る騒音に関する基準又は目標として「騒音に

係る環境基準」が存在する。現地調査結果を勘案しつつ、環境基準との整合が図

られているか否かについて評価する。 

なお、新施設の影響に関連施設の影響を足し合せた影響について評価を行う。 
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表 4-24 事業特性及び地域特性（騒音：建設機械の稼働）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化

施設は現有施設を改造・延命化する。 

・建設機械の稼働により、騒音の発生が想定

される。 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・最寄住居は対象事業実施区域の東南東約 200m に位置す

る。 

・対象事業実施区域内においては、現有施設が稼働してお

り、現有施設敷地内における騒音の測定の結果、現有施設

の公害防止基準を下回る結果となっている。 

・対象事業実施区域は、特定建設作業に伴って発生する騒音

に係る規制区域に含まれていない。 

・騒音規制法に基づく区域区分として、対象事業実施区域に

は規制区域はない。 

 

表 4-25(1) 調査手法（騒音：建設機械の稼働）  

調査すべ

き情報 

1)騒音の状況 

2)地表面の状況 

3)地形・地物の状況 

4)主要発生源の状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

既存調査資料の収集・整理による。（文献調査：現有施設における令和３～５年の調査結果） 

[現地調査] 

環境基準において定められた騒音についての測定の方法とし、測定高さは地上高さ 1.2m と

する。 

2)地表面の状況 

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

3)地形・地物の状況、4)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、騒音による影響が想定される範囲を含む地域とする。 
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表 4-25(2) 調査手法（騒音：建設機械の稼働）  

調査地点 

調査地域における騒音の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

現有施設内とする。 

[現地調査] 

対象事業実施区域内（現有施設付近）2 地点、対象事業実施区域敷地境界付近 1 地点、最寄

住居付近 1 地点とし、図 4-6 に示す計 4 地点とする。 

2)地表面の状況 

[既存資料調査] 

騒音の状況の調査地点周辺において地表面の状況を適切かつ効果的に把握できる地点とす

る。 

3)地形・地物の状況、4)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺とし、図 4-6 に示す範囲とする。 

調査対象

期間等 

調査地域における騒音の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

至近の３年間とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、現有施設稼働日・非稼働日（各 1

回）を対象に調査する。 

2)地表面の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

3)地形・地物の状況、4)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 
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図 4-6 騒音現地調査地点位置図（建設機械の稼働）  

環境騒音調査地点 

（対象事業実施区域内（現有施設付近）2 地点、 

対象事業実施区域敷地境界付近 1 地点、最寄住居付近１地点） 

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報
を追記したものである。 

関連施設 

現有施設 

（焼却施設）  
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表 4-26 予測手法（騒音：建設機械の稼働）  

予測内容 騒音レベルの変化の程度を予測する。 

予測方法 

音の伝搬理論に基づく一般的な予測式（日本音響学会 建設工事騒音予測計算法に基づく予測

式）により計算する方法とする。 

なお、予測では関連施設に係る建設機械の稼働台数についても考慮する。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における騒音レベルの変化の程度を適切に把握し得る地点とし、対象事業実施区域

の敷地境界上の地点及び最寄住居付近とする。 

予測対象

時期 
建設工事の実施による影響が最大となる時期とする。 

 

表 4-27 評価手法（騒音：建設機械の稼働）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により施設の稼

働に伴って発生する騒音の影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又は低

減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

建設機械の稼働に係る騒音に関する基準又は目標として、「特定建設作業に伴って

発生する騒音の規制に関する基準」及び「騒音に係る環境基準」が存在する。現

地調査結果を勘案しつつ、これらの基準との整合が図られているか否かについて

評価する。 

なお、新施設の影響に関連施設の影響を足し合せた影響について評価を行う。 
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表 4-28 事業特性及び地域特性（騒音・超低周波音：施設の稼働）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施設

は現有施設を改造・延命化する。 

・施設の稼働により、騒音・超低周波音の発生が

想定される。 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・最寄住居は対象事業実施区域の東南東約 200m に

位置する。 

・対象事業実施区域内においては、現有施設が稼働し

ており、現有施設敷地内における騒音の測定の結

果、現有施設の公害防止基準を下回る結果となって

いる。 

・騒音規制法に基づく区域区分として、対象事業実施

区域には規制区域はない。 

 

表 4-29(1) 調査手法（騒音・超低周波音：施設の稼働）  

調査すべ

き情報 

1)騒音の状況 

2)超低周波音の状況 

3)主要発生源の状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

既存調査資料の収集・整理による。 

（文献調査：現有施設における令和３～５年の調査結果） 

[現地調査] 

環境基準において定められた騒音についての測定の方法とし、測定高さは地上高さ 1.2m と

する。 

2)超低周波音の状況 

[現地調査] 

超低周波音の測定に適する特性を有する測定器及び周波数分析器を用い、「低周波音の測定方

法に関するマニュアル」（平成 12 年 環境庁大気保全局）に定められた測定の方法とし、測定

高さは地上高さ 1.2m とする。 

3)主要発生源の状況  

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、騒音・超低周波音による影響が想定される範囲を含む地域とする。 

調査地点 

調査地域における騒音及び超低周波音の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

現有施設内とする。 

[現地調査] 

対象事業実施区域内（現有施設付近）2 地点、対象事業実施区域敷地境界付近 1 地点、最寄

住居付近 1 地点とし、図 4-7 に示す計 4 地点とする。 

2)超低周波音の状況 

[現地調査] 

対象事業実施区域内（現有施設付近）1 地点及び最寄住居付近 1 地点とし、図 4-7 に示す

計 2 地点とする。 

3)主要発生源の状況  

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺とし、図 4-7 に示す範囲とする。 
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表 4-29(2) 調査手法（騒音・超低周波音：施設の稼働）  

調査対象

期間等 

調査地域における騒音の状況及超低周波音の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度と

する。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

至近の３年間とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、現有施設稼働日・非稼働日（各 1

回）を対象に調査する。 

2)超低周波音の状況 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、現有施設稼働日・非稼働日（各 1

回）を対象に調査する。 

3)主要発生源の状況  

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

 

表 4-30 予測手法等（騒音・超低周波音：施設の稼働）  

予測内容 騒音レベル及び超低周波音騒音レベルの変化の程度を予測する。 

予測方法 

音の伝搬理論に基づく一般的な予測式（調査指針に基づく伝搬理論式）により計算する方法

とする。 

なお、予測では施設の稼働に係る騒音については、関連施設に係る設備機器の稼働について

も考慮する。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 

予測地域における騒音レベル及び超低周波音騒音レベルの変化の程度を適切に把握し得る地

点とし、騒音レベルは対象事業実施区域の敷地境界上の地点及び最寄住居付近、超低周波音

騒音レベルは最寄住居付近とする。 

予測対象

時期 
施設の稼働が定常となる時期とする。 

 

表 4-31 評価手法等（騒音・超低周波音：施設の稼働）  

環境影響の回避・低

減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により施設の稼働

に伴って発生する騒音・超低周波音の影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、

又は低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

施設の稼働に係る騒音に関する基準又は目標として、「特定工場等において発生す

る騒音の規制に関する基準」及び「騒音に係る環境基準」が存在する。現地調査結

果を勘案しつつ、これらの基準又は目標との整合が図られているか否かについて評

価する。 

また、施設の稼働に係る超低周波音に関する基準又は目標として、「低周波音問題

対応の手引書」（平成 16 年 環境省）に示される「心身に係る苦情に関する評価指

針」（G 特性音波レベル LG で 92dB）等が存在する。当該値との整合が図られてい

るか否かについて評価する。 

なお、施設の稼働に係る騒音については、新施設の影響とともに関連施設の影響に

ついても予測を行うが、新施設と関連施設は稼働時間が異なることから、新施設と

関連施設のそれぞれの影響について、評価を行う。 
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図 4-7 騒音・超低周波音現地調査地点位置図（施設の稼働）   

環境騒音調査地点 

（対象事業実施区域内（現有施設付近）2 地点、 

対象事業実施区域敷地境界付近 1 地点、最寄住居付近 1 地点） 

超低周波音調査地点 

（対象事業実施区域内（現有施設付近）1 地点、最寄住居付近１地点） 

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報を

追記したものである。 

関連施設 

現有施設 

（焼却施設）  
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表 4-32 事業特性及び地域特性（騒音：廃棄物の搬出入）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化

施設は現有施設を改造・延命化する。 

・主要走行ルートの沿道において、廃棄物の

搬出入車両が走行する。 

・対象事業実施区域に現有施設が存在し、現有施設から

廃棄物運搬車両が走行している。 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・廃棄物の搬出入における主要な車両走行ルート沿道

に住居等が点在する。 

・騒音規制法に基づく区域区分として、対象事業実施区

域には規制区域はない。 

・高松市資料においては、本市内において、いずれの調

査地点も騒音環境基準以下となっている。 

 

表 4-33(1) 調査手法（騒音：廃棄物の搬出入）  

調査すべ

き情報 

1)騒音の状況 

2)沿道の状況 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

「高松市資料」（令和 6 年 2 月）等による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による

方法とする。 

[現地調査] 

環境基準において定められた騒音についての測定の方法とし、測定高さは地上高さ 1.2m と

する。 

2)沿道の状況 

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理表・箇所別基本表・時 

間別交通量表）」等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法

とする。 

[現地調査] 

大型車類、小型車類等の車種別、上下線方向別に毎時間の交通量を計測する方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、騒音による影響が想定される範囲を含む地域とする。 
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表 4-33(2) 調査手法（騒音：廃棄物の搬出入）  

調査地点 

調査地域における騒音の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

「高松市資料」に記載されている地点とする。 

[現地調査] 

廃棄物の運搬における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道路沿道と

し、図 4-8 に示す４地点とする。 

2)沿道の状況 

[既存資料調査] 

騒音の状況と同様とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺の「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理

表・箇所別基本表・時間別交通量表）」等の既存資料の交通量調査地点とする。 

[現地調査] 

廃棄物の運搬における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道路沿道と

し、図 4-8 に示す 3 地点とする。 

調査対象

期間等 

調査地域における騒音の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

1)騒音の状況 

[既存資料調査] 

1 日の実施とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、平日・休日に各 1 回とする。（24 時

間） 

2)沿道の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

[現地調査] 

騒音の状況と同様の日とする。 

なお、「4.2.1 大気質」における交通量調査と兼ねる。 
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図 4-8 騒音現地調査地点位置図（廃棄物の搬出入）   

道路沿道騒音調査地点（廃棄物の搬出入車両の走行 4 地点） 

廃棄物の運搬における主要な車両走行ルート 

交通量調査地点（廃棄物の搬出入車両の走行３地点） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000
を複製して情報を追記したものである。 
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表 4-34 予測手法（騒音：廃棄物の搬出入）  

予測内容 騒音レベルの変化の程度を予測する。 

予測方法 

音の伝搬理論に基づく一般的な予測式（日本音響学会 道路交通騒音予測計算法に基づく予測

式）により計算する方法を基本とする。 

なお、予測では関連施設に係る廃棄物の搬出入における車両の走行台数についても考慮する。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における騒音レベルの変化の程度を適切に把握し得る地点とし、調査地点と同様の

地点とする。 

予測対象 

時期 
施設の稼働が定常となる時期とする。 

 

表 4-35 評価手法（騒音：廃棄物の搬出入）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により廃棄物の搬

出入における車両の走行に伴って発生する騒音の影響が、実行可能な範囲で最大限

に回避され、又は低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

廃棄物の搬出入における車両の走行に係る騒音に関する基準又は目標として、「騒

音に係る環境基準」が存在する。現地調査結果を勘案しつつ、環境基準との整合が

図られているか否かについて評価する。なお、新施設の影響に関連施設の影響を足

し合せた影響について評価を行う。 

 

  



78 

 4.2.3 振動  

振動に係る事業特性及び地域特性、調査及び予測、評価手法等は、表  4-36～表 

4-51 に示すとおりである。  

 

表 4-36 事業特性及び地域特性（振動：工事用資材等の搬出入）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化

施設は現有施設を改造・延命化する。 

・主要走行ルートの沿道において、工事用資

材等の搬出入車両が走行する。 

・対象事業実施区域に現有施設が存在し、現有施設から廃

棄物運搬車両が走行している。 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・工事用資材等の搬出入における主要な車両走行ルート

沿道に住居等が点在する。 

・振動規制法に基づく区域区分として、対象事業実施区域

には規制区域はない。 

・高松市資料においては、本市内において、いずれの調査

地点も振動環境基準以下となっている。 

 

表 4-37(1) 調査手法（振動：工事用資材等の搬出入）  

調査すべ

き情報 

1)地盤振動の状況 

2)地盤の状況 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

「高松市資料」（令和 6 年 2 月）等による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による

方法とする。 

[現地調査] 

振動規制法施行規則（昭和 51 年総理府令第 58 号）別表第 2 備考 4 及び 7 の規定による振

動についての測定の方法とし、測定高さは地表面とする。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

[現地調査] 

地盤卓越振動数の測定、整理及び解析による方法とし、測定高さは地表面とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理表・箇所別基本表・時間

別交通量表）」等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とす

る。 

[現地調査] 

大型車類、小型車類等の車種別、上下線方向別に毎時間の交通量を計測する方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、地盤振動による影響が想定される範囲を含む地域とする。 
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表 4-37(2) 調査手法等（振動：工事用資材等の搬出入）  

調査地点 

調査地域における地盤振動の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

「高松市資料」に記載されている地点とする。 

[現地調査] 

工事用資材等の運搬における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道路

沿道とし、図 4-9 に示す４地点とする。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

地盤の状況を適切かつ効果的に把握できる地点とする。 

[現地調査] 

工事用資材等の運搬における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道路

沿道とし、図 4-9 に示す４地点とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺の「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理

表・箇所別基本表・時間別交通量表）」等の既存資料の交通量調査地点とする。 

[現地調査] 

工事用資材等の運搬における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道路

沿道とし、図 4-9 に示す 3 地点とする。 

調査対象

期間等 

調査地域における地盤振動の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

１日の実施とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、平日・休日に各 1 回とする。（24 時

間） 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

[現地調査] 

地盤振動の状況と同様の日とする。 

なお、「4.2.1 大気質」における交通量調査と兼ねる。 
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図 4-9 地盤振動現地調査地点位置図（工事用資材等の搬出入）   

道路沿道振動調査地点（工事用資材の搬入車両の走行 4 地点） 

工事用資材等における主要な車両走行ルート 

交通量調査地点（工事用資材の搬入車両の走行３地点） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000

を複製して情報を追記したものである。 
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表 4-38 予測手法（振動：工事用資材等の搬出入）  

予測内容 振動レベルの変化の程度を予測する。 

予測方法 

地盤振動の振動レベルの 80 パーセントレンジの上端値を予測するための式を用いた計算又

は事例の引用若しくは解析による方法を基本とする。 

なお、予測では関連施設に係る工事用資材等の搬出入における車両の走行台数も考慮する。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における振動レベルの変化の程度を適切に把握し得る地点とし、調査地点と同様の

地点とする。 

予測対象 

時期 
工事用資材等の搬出入車両の走行による影響が最大となる時期とする。 

 

表 4-39 評価手法（振動：工事用資材等の搬出入）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により工事用資

材等の運搬車両の走行に伴って発生する振動の影響が、実行可能な範囲で最大限

に回避され、又は低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

工事用資材等の運搬車両の走行に係る振動に関する基準又は目標として「振動に

係る環境基準」が存在する。現地調査結果を勘案しつつ、環境基準との整合が図

られているか否かについて評価する。 

工事用資材等の運搬車両の走行に係る振動に関する基準又は目標として、「振動規

制法施行規則に規定される道路交通振動の限度」が存在する。現地調査結果を勘

案しつつ、「振動規制法施行規則に規定される道路交通振動の限度」との整合が図

られているか否かについて評価する。 

なお、新施設の影響に関連施設の影響を足し合せた影響について評価を行う。 
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表 4-40 事業特性及び地域特性（振動：建設機械の稼働）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資

源化施設は現有施設を改造・延命化す

る。 

・建設機械の稼働により、振動の発生が

想定される。 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・最寄住居は対象事業実施区域の東南東約 200m に位置する。 

・対象事業実施区域内においては、現有施設が稼働しており、

現有施設敷地内における振動の測定の結果、現有施設の公害

防止基準を下回る結果となっている。 

・特定建設作業に伴って発生する振動に係る規制区分として、

対象事業実施区域には規制区域はない。 

・振動規制法に基づく区域区分として、対象事業実施区域には

規制区域はない。 

 

表 4-41(1) 調査手法（振動：建設機械の稼働）  

調査すべ

き情報 

1)地盤振動の状況 

2)地盤の状況 

3)主要発生源の状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

既存調査資料の収集・整理による。（文献調査：現有施設における令和３～５年の調査結果） 

[現地調査] 

振動規制法施行規則（昭和 51 年総理府令第 58 号）別表第 2 備考 4 及び 7 の規定による振

動についての測定の方法とし、測定高さは地表面とする。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、地盤振動による影響が想定される範囲を含む地域とする。 
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表 4-41(2) 調査手法（振動：建設機械の稼働）  

調査地点 

調査地域における地盤振動の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

現有施設内とする。 

[現地調査] 

対象事業実施区域内（現有施設付近）2 地点、対象事業実施区域敷地境界付近 1 地点、最寄

住居付近 1 地点とし、図 4-10 に示す計 4 地点とする。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

地盤の状況を適切かつ効果的に把握できる地点とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺とし、図 4-10 に示す範囲とする。 

調査対象

期間等 

調査地域における地盤振動の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

至近の３年間とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、現有施設稼働日・非稼働日（各 1

回）を対象に調査する。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 
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図 4-10 地盤振動現地調査地点位置図（建設機械の稼働）   

環境振動調査地点 

（対象事業実施区域内（現有施設付近）２地点、 

対象事業実施区域敷地境界付近１地点、最寄住居付近１地点） 

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報を
追記したものである。 

関連施設 

現有施設 

（焼却施設）  
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表 4-42 予測手法（振動：建設機械の稼働）  

予測内容 振動レベルの変化の程度を予測する。 

予測方法 

地盤振動の振動レベルの 80 パーセントレンジの上端値を予測するための式を用いた計算又

は事例の引用若しくは解析による方法とする。 

なお、予測では関連施設に係る建設機械の稼働台数についても考慮する。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における振動レベルの変化の程度を適切に把握し得る地点とし、対象事業実施区域

の敷地境界上の地点及び最寄住居付近とする。 

予測対象 

時期 
建設工事の実施による影響が最大となる時期とする。 

 

表 4-43 評価手法（振動：建設機械の稼働）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により建設機械

の稼働に伴って発生する振動の影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又

は低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

建設機械の稼働に係る振動に関する基準又は目標として、「振動規制法施行規則に

規定される特定建設作業の規制に関する基準」が存在する。現地調査結果を勘案

しつつ、「振動規制法施行規則に規定される特定建設作業の規制に関する基準」と

の整合が図られているか否かについて評価する。 

なお、新施設の影響に関連施設の影響を足し合せた影響について評価を行う。 
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表 4-44 事業特性及び地域特性（振動：施設の稼働）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施

設は現有施設を改造・延命化する。 

・施設の稼働により、振動の発生が想定され

る。 

 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・最寄住居は対象事業実施区域の東南東約 200m に位置

する。 

・対象事業実施区域内においては、現有施設が稼働して

おり、現有施設敷地内における振動の測定の結果、現

有施設の公害防止基準を下回る結果となっている。 

・振動規制法に基づく区域区分として、対象事業実施区

域には規制区域はない。 

 

表 4-45(1) 調査手法（振動：施設の稼働）  

調査すべ

き情報 

1)地盤振動の状況 

2)地盤の状況 

3)主要発生源の状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

既存調査資料の収集・整理による。 

（文献調査：現有施設における令和３～５年の調査結果） 

[現地調査] 

振動規制法施行規則（昭和 51 年総理府令第 58 号）別表第 2 備考 4 及び 7 の規定による振

動についての測定の方法とし、測定高さは地表面とする。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

調査地域 
調査地域は、対象事業の実施により、地盤振動による影響が想定される範囲を含む地域とす

る。 

調査地点 

調査地点は、調査地域における地盤振動の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

現有施設内とする。 

[現地調査] 

対象事業実施区域内（現有施設付近）2 地点、対象事業実施区域敷地境界付近 1 地点、最寄

住居付近 1 地点とし、図 4-11 に示す計 4 地点とする。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

地盤の状況を適切かつ効果的に把握できる地点とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺とし、図 4-11 に示す範囲とする。 
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表 4-45(2) 調査手法（振動：施設の稼働）  

調査対象

期間等 

調査地域における地盤振動の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

至近の３年間とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、現有施設稼働日・非稼働日（各 1

回）を対象に調査する。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 
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図 4-11 地盤振動現地調査地点位置図（施設の稼働）   

環境振動調査地点 

（対象事業実施区域内（現有施設付近）２地点、 

対象事業実施区域敷地境界付近１地点、最寄住居付近１地点） 

 

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報を
追記したものである。 

関連施設 

現有施設 

（焼却施設）  
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表 4-46 予測手法（振動：施設の稼働）  

予測内容 振動レベルの変化の程度を予測する。 

予測方法 

地盤振動の伝搬理論に基づく一般的な予測式（調査指針に基づく距離減衰式）により計算す

る方法とする。 

なお、予測では関連施設に係る設備機器の稼働についても考慮する。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における振動レベルの変化の程度を適切に把握し得る地点とし、対象事業実施区域

の敷地境界上の地点及び最寄住居付近とする。 

予測対象 

時期 
施設の稼働が定常となる時期とする。 

 

表 4-47 評価手法（振動：施設の稼働）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により施設の稼

働に伴って発生する振動の影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又は低

減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

施設の稼働に係る振動に関する基準又は目標として、「特定工場等において発生す

る振動の規制に関する基準」が存在する。現地調査結果を勘案しつつ、「特定工場

等において発生する振動の規制に関する基準」の基準又は目標との整合が図られ

ているか否かについて評価する。 

なお、新施設の影響とともに関連施設の影響についても予測を行うが、新施設と

関連施設は稼働時間が異なることから、新施設と関連施設のそれぞれの影響につ

いて、評価を行う。 
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表 4-48 事業特性及び地域特性（振動：廃棄物の搬出入） 

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施設

は現有施設を改造・延命化する。 

・主要走行ルートの沿道において、廃棄物の搬出

入車両が走行する。 

・対象事業実施区域に現有施設が存在し、現有施設か

ら廃棄物運搬車両が走行している。 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・廃棄物の搬出入における主要な車両走行ルート沿道

に住居等が点在する。 

・道路交通振動に係る要請限度の区分として、対象事

業実施区域周辺には規制区域はない。なお、綾

川町には地域の指定はない。  

・高松市資料においては、本市内において、いずれの調

査地点も振動環境基準以下となっている。 

 

表 4-49(1) 調査手法（振動：廃棄物の搬出入）  

調査すべ

き情報 

1)地盤振動の状況 

2)地盤の状況 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査]  

「高松市資料」（令和 6 年 2 月）等による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による

方法とする。 

[現地調査] 

振動規制法施行規則（昭和 51 年総理府令第 58 号）別表第２備考４及び７の規定による振動

についての測定の方法とし、測定高さは地表面とする。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

[現地調査] 

地盤卓越振動数の測定、整理及び解析による方法とし、測定高さは地表面とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整理表・箇所別基本表・時間

別交通量表）」等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とす

る。 

[現地調査] 

大型車類、小型車類等の車種別、上下線方向別に毎時間の交通量を計測する方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、地盤振動による影響が想定される範囲を含む地域とする。 
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表 4-49(2) 調査手法（振動：廃棄物の搬出入）  

調査地点 

調査地域における地盤振動の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

「高松市資料」に記載されている地点とする。 

[現地調査] 

廃棄物の運搬における車両の主要走行ルートにおける本事業による影響が大きいと想定され

る道路沿道とし、図 4-12 に示す４地点とする。 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

地盤の状況を適切かつ効果的に把握できる地点とする。 

[現地調査] 

廃棄物の運搬における車両の主要走行ルートにおける本事業による影響が大きいと想定され

る道路沿道とし、図 4-12 に示す４地点とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺の「全国道路・街路交通情勢調査 一般交通量調査結果（集計結果整 

理表・箇所別基本表・時間別交通量表）」等の既存資料の交通量調査地点とする。 

[現地調査] 

廃棄物の搬出入における車両の主要走行ルートにおける影響が大きいと想定される道路沿道

とし、図 4-12 に示す 3 地点とする。 

調査対象

期間等 

調査地域における地盤振動の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

1)地盤振動の状況 

[既存資料調査] 

１日の実施とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とし、平日・休日に各 1 回とする。（24 

時間） 

2)地盤の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

[現地調査] 

1 年間を通じて平均的な状況であると考えられる日とする。 

3)道路構造及び当該道路における交通量に係る状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

[現地調査] 

地盤振動の状況と同様の日とする。 

なお、「4.2.1 大気質」における交通量調査と兼ねる。 
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図 4-12 地盤振動現地調査地点位置図（廃棄物の搬出入）   

道路沿道振動調査地点（廃棄物の搬出入車両の走行 4 地点） 

廃棄物の運搬における主要な車両走行ルート 

交通量調査地点（廃棄物の搬出入車両の走行３地点） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000 
を複製して情報を追記したものである。 
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表 4-50 予測手法（振動：廃棄物の搬出入）  

予測内容 振動レベルの変化の程度を予測する。 

予測方法 

地盤振動の振動レベルの 80 パーセントレンジの上端値を予測するための式を用いた計算又

は事例の引用若しくは解析による方法を基本とする。 

なお、関連施設に係る廃棄物の搬出入における車両の走行台数についても考慮して、予測す

る。 

予測地域 
調査地域のうち、地盤振動の伝搬の特性を踏まえ、地盤振動に係る環境影響を受けるおそれ

があると認められる地域とする。 

予測地点 
地盤振動の伝搬の特性を踏まえ、予測地域における地盤振動に係る環境影響を的確に把握で

きる地点とし、調査地点と同様の地点とする。 

予測対象 

時期 
施設の稼働が定常となる時期とする。 

 

表 4-51 評価手法（振動：廃棄物の搬出入）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により廃棄物の

搬出入における車両の走行に伴って発生する振動の影響が、実行可能な範囲で最

大限に回避され、又は低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

廃棄物の搬出入における車両の走行に係る振動に関する基準又は目標として、「振

動規制法施行規則に規定される道路交通振動の限度」が存在する。現地調査結果

を勘案しつつ、「振動規制法施行規則に規定される道路交通振動の限度」との整合

が図られているか否かについて評価する。 

なお、新施設の影響に関連施設の影響を足し合せた影響について評価を行う。 

 

  



94 

 4.2.4 悪臭  

悪臭に係る事業特性及び地域特性、調査及び予測、評価手法等は 表  4-52～表 

4-55 に示すとおりである。  

 

表 4-52 事業特性及び地域特性（悪臭：施設の稼働）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施

設は現有施設を改造・延命化する。 

・施設の稼働により、煙突排ガスや施設設備等

による悪臭の影響が想定される。 

 

・対象事業実施区域周辺は山地が広がっている。 

・対象事業実施区域内においては、現有施設より煙突排

ガスが排出されている。 

・対象事業実施区域の北側、東側にかけて集落が位置し

ており、最寄住居は、対象事業実施区域の東南東約

200m に位置する。 

・対象事業実施区域内においては、現有施設が稼働して

おり、現有施設敷地内における悪臭の測定の結果、現

有施設の公害防止基準を下回る結果となっている。 

 

表 4-53(1) 調査手法（悪臭：施設の稼働）  

調査すべ

き情報 

1)悪臭の状況 

2)気象の状況 

3)主要発生源の状況 

調査の基

本的な手

法 

現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)悪臭の状況 

[既存資料調査] 

既存調査資料の収集・整理による。（文献調査：現有施設における令和３～５年の調査結果） 

[現地調査] 

悪臭防止法施行規則に基づく方法として、以下の方法で調査する。試料採取高さは地上から

2m 以内とする。 

・臭気指数：「臭気指数及び臭気排出強度の算定の方法」（平成 7 年環境庁告示第 63 号）に

定める方法とし、三点比較式臭袋法とする。 

・特定悪臭物質濃度：「特定悪臭物質の測定の方法」（昭和 47 年 環境庁告示第 9 号）に定め

る方法とする。 

2)気象の状況 

[現地調査] 

「地上気象観測指針｣（気象庁）に定める方法に準拠し、簡易的に風向・風速を把握する方法

とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

地形図等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、悪臭による影響が想定される範囲を含む地域とする。 
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表 4-53(2) 調査手法（悪臭：施設の稼働）  

調査地点 

調査地点は、調査地域における悪臭濃度等を適切に把握し得る地点とする。 

1)悪臭の状況 

[既存資料調査] 

現有施設内とする。 

[現地調査] 

・臭気指数、特定悪臭物質濃度：対象事業実施区域内（現有施設）2 地点及び対象事業実施

区域周辺の 4 地点とし、図 4-13 に示す計６地点とする。 

2)気象の状況 

[現地調査] 

悪臭の状況と同様とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域及びその周辺とし、図 4-13 に示す範囲とする。 

調査対象

期間等 

調査地域における年間を通じた悪臭濃度等の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度と

する。 

1)悪臭の状況 

[既存資料調査] 

至近の３年間とする。 

[現地調査] 

・臭気指数、特定悪臭物質濃度：1 回（夏）とする。 

2)気象の状況 

[現地調査] 

悪臭の状況と同様とする。 

3)主要発生源の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 
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図 4-13 悪臭現地調査地点位置図（施設の稼働）   

悪臭調査地点（対象事業実施区域内（現有施設）2 地点） 

悪臭調査地点（対象事業実施区域周辺４地点） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000

を複製して情報を追記したものである。 
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表 4-54 予測手法（悪臭：施設の稼働）  

予測内容 悪臭濃度等の変化の程度を予測する。 

予測方法 

煙突排ガスによる悪臭については、大気の拡散式（プルーム式、パフ式その他の理論式）を

用いた計算による方法とし、新施設の影響を対象とする。 

敷地境界における施設から漏えいする悪臭については、類似事例の引用若しくは解析、環境

保全対策を勘案した定性的な予測とし、関連施設の影響も考慮して予測する。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における悪臭濃度等の変化を適切に把握し得る地点とし、影響が最大となる地点及

び調査地点と同様の地点とする。 

予測対象 

時期 
施設の稼働が定常となる時期とする。 

 

表 4-55 評価手法（悪臭：施設の稼働）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により施設の稼

働に伴って発生する悪臭の影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又は低

減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

施設の稼働に係る悪臭に関する基準又は目標として、「悪臭防止法に基づく規制基

準」が存在する。現地調査結果を勘案しつつ、「悪臭防止法に基づく規制基準」と

の整合性が図られているかどうかを評価する。 

なお、新施設と関連施設のそれぞれの影響について、評価を行う。 
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 4.2.5 水質  

水質に係る事業特性及び地域特性、調査及び予測、評価手法等は 表  4-56～表 

4-59 に示すとおりである。  

 

表 4-56 事業特性及び地域特性（水質（浮遊物質量）：造成等の施工による一時的な影響） 

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施

設は現有施設を改造・延命化する。 

・造成等の施工による一時的な影響より、濁水

の発生等が想定される。 

・対象事業実施区域からの雨水排水は、現有施設より沢

を経由して竹本川へ自然排水されている。竹本川は、

綾川を経て瀬戸内海に流入する。 

・対象事業実施区域下流では、香東川や田万川等の河川

で 5 地点、神内池、永富池等のため池で 2 地点、内場

ダム、田万ダムではダム湖周辺の 7 地点において水質

調査が実施されている。浮遊物質量については、いず

れの地点においても環境基準値を下回っている。 

 

表 4-57(1) 調査手法（水質（浮遊物質量）：造成等の施工による一時的な影響）  

調査すべ

き情報 

1)浮遊物質量の状況 

2)水象の状況 

3)気象の状況 

4)土質の状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1)浮遊物質量の状況 

[既存資料調査] 

・浮遊物質量：「公共用水域水質測定結果（令和 4 年度）」等の既存資料による情報の収集並

びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

[現地調査] 

・浮遊物質量：1 回の降雨期間中に 3 検体サンプリングのうえ濁度を計測し、濁度がピーク

となった 1 検体を対象に、浮遊物質量を分析する。測定手法は、「水質汚濁に係る環境基準

について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号）に定める方法とする。 

2)水象の状況 

[現地調査] 

試料採取時の流量を測定し、整理する方法とする。流速は「国土交通省河川砂防技術基準」に

定める方法とし、可搬式電磁流速計測法とする。 

3)気象の状況 

[既存資料調査] 

気象庁データ等による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

4)土質の状況 

[現地調査] 

「土の粒度試験方法（JIS A 1204）」に基づく土砂等の粒度組成の分析、「選炭廃水試験方法

（JIS M 0201）」に基づく沈降速度の測定により当該情報の整理及び解析による方法とする。 

調査地域 対象事業の実施により、造成等の施工が見込まれる範囲を含む地域とする。 
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表 4-57(2) 調査手法（水質（浮遊物質量）：造成等の施工による一時的な影響）  

調査地点 

調査地点は、調査地域における水質濃度等の状況を適切に把握し得る地点とする。 

1)浮遊物質量の状況 

[既存調査] 

・浮遊物質量：「公共用水域水質測定結果（令和 4 年度）」に記載されている地点とする。 

[現地調査] 

・浮遊物質量：新施設整備予定区域の下流河川とし、図 4-14 に示す計 2 地点とする。 

2)水象の状況 

[現地調査] 

濁度又は浮遊物質量の状況の調査地点と同様の地点とし、図 4-14 に示す計 2 地点とする。 

3)気象の状況 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺の気象観測所の位置とする。 

4)土質の状況 

[現地調査] 

新施設整備予定区域の代表 2 地点とする。 

調査対象

期間等 

調査地域における年間を通じた水質濃度等の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度と

する。 

1)浮遊物質量の状況 

[既存資料調査] 

至近の 5 年間とする。 

[現地調査] 

3 回（降雨時）とする。 

2)水象の状況 

[現地調査] 

3 回（降雨時）とする。 

3)気象の状況 

[既存資料調査]  

至近の 10 年間とする。 

4)土質の状況 

[現地調査] 

1 回（任意の時期）とする。 
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図 4-14 水質現地調査地点位置図   

水質調査地点（新施設整備予定区域の下流河川 2 地点） 

土壌粒子調査地点（新施設整備予定区域の代表 2 地点） 

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報を
追記したものである。 

砂防堰堤 

川の流れ 
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表 4-58 予測手法（水質（浮遊物質量）：造成等の施工による一時的な影響）  

予測内容 選定した項目に係る水質濃度等の変化の程度を予測する。 

予測方法 
浮遊物質量の物質の収支に関する計算式（単純混合式その他の理論式）を用いた計算又は事

例の引用若しくは解析とする。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における水質濃度等の変化の程度を適切に把握し得る地点とし、調査地点と同様の

地点とする。 

予測対象

時期 

造成等の施工期間中において造成工事の範囲が最大となる時期における降雨時（時間 3mm

程度の降雨を対象）とする。 

 

表 4-59 評価手法（水質（浮遊物質量）：造成等の施工による一時的な影響）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により造成等の

施工による一時的な水質（浮遊物質量）への影響が、実行可能な範囲で最大限に

回避され、又は低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

造成等による一時的な影響に係る水質に関する基準又は目標として、現況の水質

又は「水質汚濁に係る環境基準」等を参考値として、予測結果との間に整合性が

図られているかどうかを評価する。 
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 4.2.6 植物  

植物に係る事業特性及び地域特性、調査及び 予測、評価手法等は表  4-60～表 

4-63 に示すとおりである。調査すべき情報は、「香川県環境影響評価技術指針」、

「香川県レッドデータブック 2021」の選定対象分類群及び近県の類似事業の環境

影響評価事例等を参考に設定した。  

 

表 4-60 事業特性及び地域特性（植物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在） 

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、

破砕・資源化施設は現有施

設を改造・延命化する。 

・造成等の施工による一時的

な影響及び施設の存在に際

して、対象事業実施区域周

辺に生育する植物及びその

群落に影響を及ぼす可能性

がある。 

・「自然環境保全基礎調査植生図（第 6 回・第 7 回）」（平成 11 年～24 年）

によると、対象事業実施区域周辺は山地及び丘陵地が大半を占め、植生

はアカマツ群落、コナラ群落及びスギ・ヒノキ・サワラ植林が分布し、

対象事業実施区域は造成地が多くを占めているが、調査から 20 年以上

を経過しており、現在は植生遷移が進んでいる。 

・対象事業実施区域からの雨水排水は、現有施設より沢を経由して竹本川へ

自然排水されている。竹本川は、綾川を経て瀬戸内海に流入する。 

・文献資料調査では、調査区域には重要な植物群落が２件、巨樹・巨木林

が 6 件確認されたが、いずれも 1.5 ㎞以上離れている。 

・対象事業実施区域の周辺地域において実施された現有施設のアセス時の

現地調査（平成 10 年）では、ヤシャゼンマイ、クロモジ、ヒルムシロ

等 10 種の重要な植物種が確認されている。 

 

表 4-61(1) 調査手法（植物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

調査すべ

き情報 

1)種子植物、シダ植物の生育種 

2)群落の生育・分布状況及び群落組成 

3)重要な種及び群落の生育・分布状況及び生育環境の状況 

4)緑地の分布状況 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1）種子植物、シダ植物の生育種 

任意観察法とし、対象地域を踏査して生育する高等植物（種子植物及びシダ植物）の種名

を記録する。現地で種名がわからない種については、標本を持ち帰り室内分析により同定を

行う。 

2）群落の生育・分布状況及び群落組成 

航空写真判読により調査範囲内の植物群落のまとまりを読み取り植生判読図素を作成す

る。作成した植生判読素図について、現地を踏査し適宜修修正し植生区分図を作成する。 

また、各植物群落から代表地点を 2 カ所程度のコドラートを抽出し、植物社会学的手法（ブ

ラウン・ブランケ法）による群落組成調査を実施する。コドラート内に存在するすべての植

物種を（高木層、亜高木層、低木層、草本層）等の階層毎に抽出するとともに、各種毎の被度

（優占度）及び群度を記録する。また、各群落の立地環境を把握するために、地形（斜面型、

斜面方位、傾斜角度）、環境（風当たり、日当たり、土湿）、標高、調査面積等を併せて記録す

る。 

3)重要な種及び群落の生育・分布状況及び生育環境の状況 

上記 1）及び 2）に示す現地調査で確認された重要な種・重要な群落について、以下の①～

③について可能な限り把握する。 

①分布位置・分布範囲 

②生育の状況（株数・開花結実状況・健全度等） 

③生育環境の状況（面積・植生・水深・日当り等） 
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表 4-61(2) 調査手法（植物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

調査の基

本的な手

法 

4）緑地の分布状況 

上記 2）の調査において、以下に定義する緑地の範囲を抽出する。 

・「都市緑地法」において定義される「緑地」の範囲 

・「森林法」に基づく「林地開発許可申請」手続きにおいて、「残地森林」として認められる森

林機能が十分発揮される森林（林齢 16 年以上）と判断される森林の範囲 

調査地域

等 

調査地域は、対象事業の実施により、植物への影響が想定される範囲を含む地域とする。 

調査地点は、調査地域における植物の生育状況を適切に把握し得る地点とする。 

1）種子植物、シダ植物の生育種 

調査地域は、新施設整備予定区域及びその周辺 200m 注1）の図 4-15(1)に示す範囲とする。 

踏査ルートは、調査地域において、確認が予想される植物の生態や周辺地形及び植生等の

条件を考慮したルートを、調査季節ごとに任意で検討・設定する。 

2）群落の生育・分布状況及び群落組成 

調査地域は、新施設整備予定区域及びその周辺 1.5 ㎞注2）の図 4-15(2)に示す範囲とする。 

調査地点は、調査地域において、植生区分図に区分した各植物群落より代表的なコドラー

トを 2 か所程度抽出する。コドラートの抽出に当たっては、植生が典型的に発達している群

落の中のできるだけ均質な場所を選定する。 

調査対象

期間等 

調査地域における植物の生育状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

1）植物相 

４回（秋、早春、春、夏）注3）とする。 

2）植生 

航空写真判読に使用する航空写真は、入手可能な範囲で最新のものとする。 

現地調査は、秋の１回注4）とする。 

注1）「面整備事業環境影響評価技術マニュアル」（建設省都市局都市計画課監修、平成11年）では、対象事業実施

区域から200m程度が目安とされている。 

注2）植生は生態系の基盤となることから、生態系の調査地域と同様に設定。 

注3）生息が想定される植物種の花期や結実期等の同定が容易な時期を考慮して、「平成28年度版 河川水辺の国勢

調査基本調査マニュアル［河川版］（参考資料全体調査計画策定の手引き）」（平成28年1月改訂、国土交通省

水管理・国土保全局河川環境課）参考に設定。 

注4）植物の色調に変化が出やすい時期を考慮して、「平成28年度版 河川水辺の国勢調査基本調査マニュアル［河

川版］（参考資料全体調査計画策定の手引き）」（平成28年1月改訂、国土交通省水管理・国土保全局河川環境

課）参考に設定。 
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図 4-15(1) 植物（植物相）現地調査範囲位置図  

植物（植物相）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 200m） 

注）踏査ルートは、確認が予想される植物の生態や周辺地形及び植生等の条件を考慮して、調査季節ごとに

任意で検討・設定する。 
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図 4-15(2) 植物（植生）現地調査範囲位置図   

植物（植生）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 1.5 ㎞） 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000
を複製して情報を追記したものである。 

注）調査地点（コドラート）は、植生区分図に区分した各植物群落より代表的なコドラートを 2 か所程度抽

出する予定としており、今後作成する植生判読素図及び植生区分図を考慮して設定する。 
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表 4-62 予測手法（植物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

予測内容 

植物に係る次の事項について予測する。 

1)植生の消滅の有無並びに改変の程度及び内容 

2)重要な種及び群落の生育環境の変化による影響の程度及び内容 

予測方法 

次に掲げる予測手法とする。 

1)工事施工計画を基にした重ね合わせ法 

2)生育環境の変化を把握して予測する方法  

3)既存事例の引用又は解析 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 予測地域における植物の生育状況の変化を適切に把握し得る地点とする。 

予測対象 

時期 

対象事業に係る工事の実施時及び工事の完了時において、その影響が最大となる時期とす

る。 
 

 

表 4-63 評価手法（植物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

環境影響の回避・低

減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により造成等に

よる一時的な影響、施設の存在に伴って発生する植物への影響が、実行可能な範

囲で最大限に回避され、又は低減されているか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

造成等の施工、施設の存在に係る植物に関する基準又は目標として「香川県環境

配慮指針」において、「山地・丘陵地域」のゾーン区分の「良好な自然環境が多く

残る地域、自然度の高い地域や良好な景観を呈する地域を中心にその保全に努め

る。また、これらの地域は野生生物の貴重な生息・生育地でもあり、そのつなが

りや連続性にも配慮する。」と示されている環境保全の目標や、「事業別環境配慮

事項」の「廃棄物処理施設の設置」での「自然環境」に対する環境配慮事項とし

て示されているチェック項目との関わりを、予測結果と比較することにより、整

合性が図られているか否かについて評価する。 
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 4.2.7 動物  

動物に係る事業特性及び地域特性、調査及び 予測、評価手法等は表  4-64～表 

4-67 に示すとおりである。調査すべき情報は、「香川県環境影響評価技術指針」、

「香川県レッドデータブック 2021」の選定対象分類群及び近県の類似事業の環境

影響評価事例等を参考に設定した。  

 

表 4-64 事業特性及び地域特性（動物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在） 

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、

破砕・資源化施設は現有施

設を改造・延命化する。 

・造成等の施工による一時的

な影響及び施設の存在に際

して、対象事業実施区域周

囲に生育する動物及びその

生息地に影響を及ぼす可能

性がある。 

・「自然環境保全基礎調査植生図（第 6 回・第 7 回）」（平成 11 年～24

年）によると、対象事業実施区域周辺は山地及び丘陵地が大半を占め、

植生はアカマツ群落、コナラ群落及びスギ・ヒノキ・サワラ植林が分布

し、対象事業実施区域は造成地が多くを占めているが、調査から 20 年

以上を経過しており、現在は植生遷移が進んでいる。 

・対象事業実施区域からの雨水排水は現有施設より沢を経由して竹本川

へ自然排水されている。竹本川は、綾川を経て瀬戸内海に流入する。 

・対象事業実施区域の周辺地域において実施された現有施設のアセス時

の現地調査（平成 10 年）では、鳥類はミサゴやオオタカ等 7 種、爬虫

類はニホントカゲの 1 種、両生類はトノサマガエルの 1 種、昆虫類は

カトリヤンマやオオムラサキ、トゲアリ等 13 種の重要な動物種が確認

された。 

 

表 4-65(1) 調査手法（動物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

調査すべ

き情報 

1） 哺乳類、鳥類、両生類、爬虫類、魚類、昆虫類、陸産貝類、魚類、底生動物の生息種、 

生息状況 

2）重要な種及び個体群の生息・分布状況及び生息環境の状況 

調査の基

本的な手

法 

現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

1）①哺乳類の生息種、生息状況 

［任意確認法］ 

周辺地形及び植生等の条件を勘案して、各環境を網羅するように踏査し、個体の目撃及び

鳴き声や糞、足跡、巣等のフィールドサインの確認により生息している哺乳類を確認する。 

秋季・春季・夏季にはバットディデクターを用いてコウモリ類の夜間調査を行う。 

［トラップ法］ 

生け捕り罠（シャーマントラップ）を用いた捕獲調査を行う。トラップは谷戸、雑木林及

び耕作地の各環境にそれぞれ 20 個設置し、1 晩置いたのち回収する。捕獲個体した個体は

同定・計測の上、放逐する。 

［自動撮影法］ 

赤外線センサー付き自動撮影カメラを設置し、カメラの前を通過する哺乳類の撮影を行

う。カメラは谷戸、雑木林及び耕作地の各環境にそれぞれ 2 個設置し、各季節 7 日程度置い

たのち撮影データを分析する。 
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表 4-65(2) 調査手法（動物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

調査の基

本的な手

法 

1）②鳥類（一般鳥類）の生息種、生息状況 

[任意観察法］ 

現地を任意に踏査し、ルートセンサス法及び定点調査法で確認されなかった種の記録、重

要種の生息状況の詳細把握を行う。冬季・春季・初夏季には、夜間にフクロウ類等の夜行性鳥

類の生息状況の補足調査を行う。 

[定点観察法］ 

整備予定区域及び耕作地、人工改変地の各環境に設定した調査定点より 30 分間観察し、出

現した鳥類を記録する。調査時間帯は鳥類の活動が盛んな早朝の時間帯に行う。 

[ラインセンサス法］ 

周辺地形及び植生等の条件を勘案して、各環境を網羅するように、あらかじめ設定したル

ートを一定速度（時速 2 ㎞程度）で歩きながら一定範囲（25m）内に出現した鳥類を記録す

る。調査時間帯は鳥類の活動が盛んな早朝の時間帯に行う。 

1）③鳥類（猛禽類）の生息種、生息状況 

[定点観察法］ 

調査対象範囲を広域に見渡す調査定点（3 地点程度）より望遠鏡を用いて観察し、出現する

猛禽類（タカ目、ハヤブサ目）の生息種及び繁殖状況を把握する。猛禽類の飛翔が確認された

場合は、種名や成熟度、性別等を可能な限り把握し、個体識別に努める。ディスプレイフライ

トや巣材や餌の運搬等繁殖の兆候となる行動を記録するとともに、消失位置から営巣位置の

特定につながる情報を収集する。 

調査員どうしは無線機で通信し複数の調査員で確認することにより、可能な限り個体を追

跡する。調査定点は猛禽類の確認位置や日照方向に応じて適宜移動させる。 

調査は猛禽類の繁殖期に毎月 3 日間、各日 8 時間程度実施する。 

[営巣林踏査］ 

調査範囲において猛禽類の繁殖可能性があると判断された場合には、必要に応じて、林内

踏査により営巣地の特定に努める。営巣地が確認された場合は、位置情報を GPS で取得する

とともに、営巣樹種・周辺植生・営巣木樹高・営巣高・雛の数や生育状況等の情報について可

能な限り確認する。 

1）④両生類・爬虫類の生息種、生息状況 

周辺地形及び植生等の条件を勘案して、各環境を網羅するように踏査し、出現する両生類・

爬虫類を確認する。特に水域で繁殖する両生類については、可能な限り繁殖期に調査を実施

し、繁殖水域の把握に努める。 

早春季・春季・初夏季には、夜間に鳴き声による確認を行う。 

1）⑤昆虫類の生息種、生息状況 

[任意採集法］ 

周辺地形及び植生等の条件を勘案して、各環境を網羅するように踏査し、飛翔昆虫の目視、

鳴き声、石起こし、草地でのスイーピング、樹林でのビーティング、訪花昆虫の観察、生息す

る昆虫類を把握する。採集した昆虫は、標本を持ち帰り室内分析により同定する。 

[ライトトラップ法］ 

光源（紫外線ランプ及び昼光色蛍光灯）、集まった昆虫を捕獲するボックス及びボックスに昆

虫を落とす「ろうと」からなるボックスライトトラップにより、夜間に光に集まる昆虫類を捕

獲する。トラップは谷戸、雑木林及び耕作地の各環境にそれぞれ 2 個設置し、各季節 1 晩置い

たのち回収する。採集した昆虫は、標本を持ち帰り室内分析により同定する。 

[ベイトトラップ法］ 

昆虫が好む餌（肉系及び発酵飲料系）を入れたプラスチックカップを入口が地面と同じ高

さになる様に埋め、餌に誘引される昆虫類を捕獲する。トラップは谷戸、雑木林及び耕作地

の各環境にそれぞれ 20 個設置し、各季節 1 晩置いたのち回収する。採集した昆虫は、標本

を持ち帰り室内分析により同定する。 
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表 4-65(3) 調査手法（動物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

調査の基

本的な手

法 

1）⑥昆虫類（ゲンジボタル）の生息種、生息状況 

ゲンジボタルの繫殖期に、新施設整備予定区域からの濁水が流入する可能性のある沢及び

流入先の河川（竹本川）沿いを夜間に踏査し、発光するゲンジボタルの成虫の確認地点及び

個体数を記録する。 

1）⑦陸産貝類の生息種、生息状況 

樹林環境、耕作地及び休耕田、河川敷の各環境を網羅するように踏査し、石下や植物の陰

に潜む大型の陸産貝類（カタツムリ、ナメクジ等）を捕獲する。微小種については、標本を持

ち帰り室内分析により同定を行う。 

1）⑧魚類の生息種、生息状況 

タモ網、かご罠等を用いた捕獲調査及び目視観察により生息している魚類を把握する。 

1）⑨底生動物の生息種、生息状況 

タモ網を用いた捕獲調査（定性調査）により生息している底生動物を把握する。採集した

底生動物は、標本を持ち帰り室内分析により同定する。 

2)重要な種及び個体群の生息・分布状況及び生息環境の状況 

上記 1）に示す現地調査で確認された重要な種について、以下の①～③について可能な限

り把握する。 

①分布位置・分布範囲 

②個体数・確認地点の利用状況（繁殖・餌場・一時通過等） 

③生息環境の状況（面積・植生・水深・日当り等） 

調査地域

等 

対象事業の実施により、動物への影響が想定される範囲を含む地域とする。 

① 哺乳類 

調査地域は、新施設整備予定区域及びその周辺 200m 注 1）の図 4-16(1)に示す範囲とする。 

トラップ調査地点は、図 4-16(1)に示す谷戸、雑木林及び耕作地の各環境とする。 

任意確認ルートは、確認が予想される哺乳類の生態や周辺地形及び植生等の条件を考慮し

たルートを、調査季節ごとに任意で検討・設定する。 

② 鳥類（一般鳥類） 

調査地域は、新施設整備予定区域及びその周辺 200m 注 1）の図 4-16(2)に示す範囲とする。 

定点観察地点は、整備予定区域及び耕作地、人工改変地の各環境に設定した図 4-16(2)に

示す地点とする。 

ライン調査ルートは、周辺地形及び植生等の条件を勘案して、各環境を網羅するように、

あらかじめ設定した図 4-16(2)に示すルートとする。 

任意観察ルートは、確認が予想される鳥類の生態や周辺地形及び植生等の条件を考慮した

ルートを、調査季節ごとに任意で検討・設定する。 

③ 鳥類（猛禽類） 

調査地域は、新施設整備予定区域周辺 1.5 ㎞注 2）の図 4-16(3)に示す範囲とする。 

調査地点は、調査範囲を広く観察できる地点とし、図 4-16(3)に示す地点から調査日ごと

に 3 地点程度を選択する。 

④両生類・爬虫類 

調査地域は、新施設整備予定区域及びその周辺 200m 注1）の図 4-16(4)に示す範囲とする。 

任意確認ルートは、確認が予想される両生類・爬虫類の生態や周辺地形及び植生等の条件

を考慮したルートを、調査季節ごとに任意で検討・設定する。 

注1）「面整備事業環境影響評価技術マニュアル」（建設省都市局都市計画課監修、平成11年）では、対象事業実施

区域から200m程度が目安とされている。 

注2）「道路環境影響評価の技術手法「13．動物、植物、生態系」における環境保全のための取り組みに関する事例

集（平成27年度版）」（平成28年3月、国土交通省国土技術政策総合研究所）では、オオタカの高利用域は巣

から1.0～1.5㎞の範囲とされている。  
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表 4-65(4) 調査手法（動物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

調査地域

等 

⑤昆虫類 

調査地域は、新施設整備予定区域及びその周辺 200m 注1）の図 4-16(5)に示す範囲とする。 

トラップ調査地点は、図 4-16(5)に示す谷戸、雑木林及び耕作地の各環境とする。 

任意採集ルートは、確認が予想される昆虫類の生態や周辺地形及び植生等の条件を考慮した

ルートを、調査季節ごとに任意で検討・設定する。 

⑥昆虫類（ゲンジボタル） 

調査地域及び調査ルートは、新施設整備予定区域からの濁水が影響を受ける可能性のある

範囲及び濁水の影響が生じない対象地域とし、図 4-16(5)に示す新施設整備予定区域下流の

沢及び流入先の河川（竹本川）沿いとする。 

⑦陸産貝類 

調査地域は、新施設整備予定区域及びその周辺 200m 注1）の図 4-16(6)に示す範囲とする。 

任意採集ルートは、確認が予想される陸産貝類の生態や周辺地形及び植生等の条件を考慮し

たルートを、調査季節ごとに任意で検討・設定する。 

⑧魚類 

調査地域は、新施設整備予定区域及びその周辺 200m 注 1）及び新施設整備予定区域からの濁

水が影響を受ける可能性のある範囲とし、図 4-16(7)に示す範囲とする。 

調査地点は、直接改変が想定される池の 2 地点、新施設整備予定区域の周辺 200m の範囲に

おいて、濁水が流入する可能性のある池の 2 地点、直接改変が想定される池に環境が類似する

池の 1 地点及び新施設整備予定区域下流側の濁水が流入する可能性のある沢の 2 区分とする。 

⑨底生動物 

調査地域は、新施設整備予定区域及びその周辺 200m 注 1）及び新施設整備予定区域からの濁

水が影響を受ける可能性のある範囲し、図 4-16(8)に示す範囲とする。 

調査地点は、直接改変が想定される池の 2 地点、新施設整備予定区域の周辺 200m の範囲に

おいて、濁水が流入する可能性のある池の 2 地点、直接改変が想定される池に環境が類似する

池の 1 地点及び新施設整備予定区域下流側の濁水が流入する可能性のある沢の 2 区分とする。 

調査対象

期間等 

調査地域における動物の生息状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

①哺乳類 

３回（秋、春、夏）とする注 2）。 

②鳥類（一般鳥類） 

４回（秋、冬、春、初夏）とする注 3）。 

③鳥類（猛禽類） 

７回（2 月～8 月、3 日間/月）とする注 4）。 

④両生類・爬虫類 

４回（秋、早春、春、初夏）注 5）とする。 

注1）「面整備事業環境影響評価技術マニュアル」（建設省都市局都市計画課監修、平成11年）では、対象事業実施

区域から200m程度が目安とされている。 

注2）気温が高く哺乳類の活性が高い時期や繁殖のために哺乳類の移動が活発な時期を考慮して、「平成28年度版 河

川水辺の国勢調査基本調査マニュアル［河川版］（参考資料全体調査計画策定の手引き）」（平成28年1月改

訂、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課）参考に設定。 

注3）鳥類の渡りの特性を考慮して、繁殖期及び越冬期、春と秋の渡り期にそれぞれ設定。 

注4）里山に生息する猛禽類のうち留鳥であるオオタカの営巣期（求愛期～巣外育雛期）を考慮して設定。 

注5）生息が想定される両生類の繁殖時期や爬虫類の幼体が確認しやすい時期を考慮して、「平成28年度版 河川水

辺の国勢調査基本調査マニュアル［河川版］（参考資料全体調査計画策定の手引き）」（平成28年1月改訂、国

土交通省水管理・国土保全局河川環境課）参考に設定。 
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表 4-65(5) 調査手法（動物：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

調査対象

期間等 

調査対象

期間等 

⑤昆虫類 

3 回（秋、春、夏）注 1）とする。 

⑥昆虫類（ゲンジボタル） 

１回（初夏）注 2）とする。 

⑦陸産貝類 

2 回（秋、初夏）注 3）とする。 

⑧魚類 

４回（秋、冬、春、夏）注 4）とする。 

⑨底生動物 

４回（秋、冬、春、夏）注 5）とする。 

注1）昆虫類の同定が容易な成虫発生時期を考慮して冬季以外の時期とし、「平成28年度版 河川水辺の国勢調査基

本調査マニュアル［河川版］（参考資料全体調査計画策定の手引き）」（平成28年1月改訂、国土交通省水管

理・国土保全局河川環境課）参考に設定。 

注2）ゲンジボタルの成虫発生時期。 

注3）陸産貝類の確認が容易な多雨の時期。 

注4）水温が高く魚類の活性が高い夏季や当年生まれの稚魚の同定が容易になる秋季を含む時期とし、底生動物調査

と同時に行うことを想定した時期。 

注5）水温が高く底生動物の活性が高い夏季や底生動物の主要な構成要素であるカゲロウ類やカワゲラ類の幼虫が容

易な冬季を含む時期とし、魚類調査と同時に行うことを想定した時期。 

 

表 4-66 予測手法（動物：造成等の施工による一時的な影響・施設の存在）  

予測内容 

動物に係る次の事項について予測する。 

1)生息地の消滅の有無並びに改変の程度及び内容 

2)重要な種及び個体群の生息環境の変化による影響の程度及び内容  

予測方法 

次に掲げる予測手法とする。  

1)工事施工計画を基にした重ね合わせ法 

2)生息環境の変化の程度を把握して予測する方法 

3)既存事例の引用又は解析 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 予測地域における動物の生息状況の変化を適切に把握し得る地点とする。 

予測対象 

時期 

対象事業に係る工事の実施時及び工事の完了時において、その影響が最大となる時期とす

る。 

 

表 4-67 評価手法（動物：造成等の施工による一時的な影響・施設の存在）  

環境影響の回避・低

減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により造成等に

よる一時的な影響、施設の存在に伴って発生する動物への影響が、実行可能な範

囲で最大限に回避され、又は低減されているか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

造成等の施工、施設の存在に係る動物に関する基準又は目標として、「香川県環境

配慮指針」において、「山地・丘陵地域」のゾーン区分の「良好な自然環境が多く

残る地域、自然度の高い地域や良好な景観を呈する地域を中心にその保全に努め

る。また、これらの地域は野生生物の貴重な生息・生育地でもあり、そのつなが

りや連続性にも配慮する。」と示されている環境保全の目標や、「事業特性別環境

配慮事項」の「廃棄物処理施設の設置」での「自然環境」に対する環境配慮事項

として示されているチェック項目との関わりを、予測結果と比較することにより、

整合性が図られているか否かについて評価する。 
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図 4-16(1) 動物（哺乳類）現地調査範囲位置図   

動物（哺乳類）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 200m） 

トラップ③ 

耕作地 

トラップ① 

谷戸 

トラップ① 
雑木林 

哺乳類トラップ等設置環境 

注）任意確認ルートは、確認が予想される哺乳類の生態や周辺地形及び植生等の条件を考慮したルートを、

調査季節ごとに任意で検討・設定する。 
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図 4-16(2) 動物（一般鳥類）現地調査範囲位置図   

動物（一般鳥類）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 200m） 

ライン調査ルート 

定点調査地点 

定点② 

耕作地 

定点① 

整備予定区域 

定点③ 
人工改変地 

注）任意観察ルートは、確認が予想される鳥類の生態や周辺地形及び植生等の条件を考慮したルートを、

調査季節ごとに任意で検討・設定する。 
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図 4-16 (3) 動物（猛禽類）現地調査範囲位置図  

動物（猛禽類）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 1.5 ㎞） 
 
猛禽類調査地点（主要地点） 
 
猛禽類調査地点（補足地点） 

これらの定点より 3 地点を選択 

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000
を複製して情報を追記したものである。 
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図 4-16 (4) 動物（両生類・爬虫類）現地調査範囲位置図  

動物（両生類・爬虫類）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 200m） 

注）任意確認ルートは、確認が予想される両生類・爬虫類の生態や周辺地形及び植生等の条件を考慮した

ルートを、調査季節ごとに任意で検討・設定する。 
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図 4-16(5) 動物（昆虫類）現地調査範囲位置図  

川の流れ 
 
動物（昆虫）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 200m） 
 
昆虫類トラップ設置環境 
 
ホタル調査地点（新施設整備予定区域下流の沢及び影響範囲外の沢） 

トラップ③ 

耕作地 

トラップ① 

谷戸 

トラップ① 
雑木林 

砂防堰堤 

注）任意採集ルートは、確認が予想される昆虫類の生

態や周辺地形及び植生等の条件を考慮したルート

を、調査季節ごとに任意で検討・設定する。  
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図 4-16 (6) 動物（陸産貝類）現地調査範囲位置図  

動物（陸産貝類）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 200m） 

注）任意採集ルートは、確認が予想される陸産貝類の生態や周辺地形及び植生等の条件を考慮したルート

を、調査季節ごとに任意で検討・設定する。 
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図 4-16(7) 動物（魚類）現地調査範囲位置図  

川の流れ 
 
動物（魚類）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 200m） 
 
魚類相調査地点（沢） 
 
魚類相調査地点（ため池） 

砂防堰堤 

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報を

追記したものである。 
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図 4-16 (8) 動物（底生動物）現地調査範囲位置図   

川の流れ 
 
動物（底生動物）調査範囲（新施設整備予定区域及び周辺 200m） 
 
底生動物相調査地点（沢） 
 
底生動物相調査地点（ため池） 

砂防堰堤 

※この地図は、高松市発行の地形図を複製して情報を
追記したものである。 
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 4.2.8 生態系  

生態系に係る事業特性及び地域特性、調査及び予測、評価手法等は表  4-68～表 

4-71 に示すとおりである。  

 

表 4-68 事業特性及び地域特性（生態系：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在） 

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、

破砕・資源化施設は現有施設

を改造・延命化する。 

・造成等の施工による一時的

な影響及び施設の存在に際

して、対象事業実施区域周囲

に成立する地域を特徴づけ

る生態系に影響を及ぼす可

能性がある。 

・「自然環境保全基礎調査植生図（第 6 回・第 7 回）」（平成 11 年～24

年）によると、対象事業実施区域周辺は山地及び丘陵地が大半を占め、

植生はアカマツ群落、コナラ群落及びスギ・ヒノキ・サワラ植林が分

布し、対象事業実施区域は造成地が多くを占めているが、調査から 20

年以上を経過しており、現在は植生遷移が進んでいる。 

・対象事業実施区域からの雨水排水は、現有施設より沢を経由して竹本

川へ自然排水されている。竹本川は、綾川を経て瀬戸内海に流入する。 

・対象事業実施区域の周辺地域において実施された現有施設のアセス時

の現地調査（平成 10 年）では、ヤシャゼンマイ、クロモジ、ヒルムシ

ロ等 10 種の重要な植物種が確認され、鳥類はミサゴやオオタカ等 7

種、爬虫類はニホントカゲの 1 種、両生類はトノサマガエルの 1 種、

昆虫類はカトリヤンマやオオムラサキ、トゲアリ等 13 種の重要な動

物種確認された。 

 

表 4-69 調査手法（生態系：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

調査すべ

き情報 

1)当該生態系の特性 

2)複数の注目種等の生態、他の動植物との関係及び生息・生育環境の状況  

調査の基

本的な手

法 

「植物」及び「動物」の調査結果等により概括的に把握される生態系の特性に応じて、生態系

の上位に位置するという上位性、当該生態系の特徴をよく現すという典型性又は特殊な環境

等を指標するという特殊性の視点から、注目される生物種等を複数選び、これらの生態、他

の生物種との相互関係及び生息・生育環境の状態について、現地調査を行い、その結果を整

理・解析することによる。 

調査地域 
調査地域は、対象事業の実施により、生態系への影響が想定される範囲を含む地域とする。 

「動物」「植物」と同様とする。 

調査地点 
調査地域における生態系の状況を適切に把握し得る地点とする。 

「動物」「植物」と同様とする。（図 4-15(1)～(2)、図 4-16(1)～(8)参照） 

調査対象

期間等 

調査地域における生態系の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

「動物」「植物」と同様とする。 

 

  



121 

表 4-70 予測手法（生態系：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

予測内容 地域を特徴づける生態系の状況の変化を予測する。 

予測方法 

次に掲げる予測手法とする。 

1)注目種等の生態、他の生物種との関係及び生息・生育環境の状態の変化の程度を把握して

予測する方法 

2)既存事例の引用又は解析 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 予測地域における生態系の状況の変化を適切に把握し得る地点とする。 

予測対象 

時期 
対象事業に係る工事の実施時及び工事の完了時において、その影響が最大となる時期とする。 

 

表 4-71 評価手法（生態系：造成等の施工による一時的な影響、施設の存在）  

環境影響の回避・低

減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により造成等によ

る一時的な影響、施設の存在に伴って発生する生態系への影響が、実行可能な範囲

で最大限に回避され、又は低減されているか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

造成等の施工、施設の存在に係る生態系に関する基準又は目標として、「香川県環

境配慮指針」において、「山地・丘陵地域」のゾーン区分の「良好な自然環境が多

く残る地域、自然度の高い地域や良好な景観を呈する地域を中心にその保全に努め

る。また、これらの地域は野生生物の貴重な生息・生育地でもあり、そのつながり

や連続性にも配慮する。」と示されている環境保全の目標や、「事業別環境配慮事項」

の「廃棄物処理施設の設置」での「自然環境」に対する環境配慮事項として示され

ているチェック項目との関わりを、予測結果と比較することにより、整合性が図ら

れているか否かについて評価する。 
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 4.2.9 景観  

景観に係る事業特性及び地域特性、調査及び予測、評価手法等は 表  4-72～表 

4-75 に示すとおりである。  
 

表 4-72 事業特性及び地域特性（景観：施設の存在）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備

し、破砕・資源化施設は現

有施設を改造・延命化する。 

・施設の存在に際して、焼却

施設の建屋及び煙突が出現

する。 

・対象事業実施区域周辺は山地及び丘陵地が広がっている。 

・「高松市景観計画」において、対象事業実施区域及びその周辺は山地・

丘陵地景観ゾーンに分類されている。なお、対象事業実施区域及びその

周囲は、都市景観形成地区に指定されていない。 

・対象事業実施区域周辺の主要な眺望点としては、対象事業実施区域の北

西に位置するさぬき空港公園、北に位置する鮎滝橋等が存在する。 

・対象事業実施区域周辺の主要な景観資源としては、対象事業実施区域の

東側を南北に流れる香東川、県自然環境保全地域に指定されている藤尾

山、寺社・仏閣、ダム湖等が存在する。 

 

表 4-73 調査手法（景観：施設の存在）  

調査すべ

き情報 

1)地域景観の特性 

2)重要な景観の状況 

3)主要展望地点及び眺望の特徴 

調査の基

本的な手

法 

既存資料及び現地調査による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法とする。 

[既存資料調査] 

「第 3 回自然環境保全基礎調査」等の既存資料による情報の収集並びに当該情報の整理及び

解析による方法とする。 

[現地調査] 

現地踏査及び景観写真撮影等による情報の収集並びに当該情報の整理及び解析による方法と

する。 

調査地域 対象事業の実施により、景観への影響が想定される範囲を含む地域とする。 

調査地点 

調査地域における景観の状況を適切に把握し得る地点とする。 

[既存資料調査] 

対象事業実施区域周辺とし、図 4-17 に示す範囲とする。 

[現地調査] 

図 4-17 に示す、影響が想定され

る半径約 3.0km 以内を対象とし、

右表に示す６地点の眺望点及び４

地点の景観資源とする。 
 

 
 

調査対象

期間等 

調査地域における年間を通じた景観の状況を適切に把握し得る期間、時期及び頻度とする。 

1)地域景観の特性、2)重要な景観の状況 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

3)主要展望地点及び眺望の特徴 

[既存資料調査] 

至近の情報とする。 

[現地調査] 

夏季とする。 

No. 眺望点名称  No. 景観資源名称 

1 岩崎橋北詰交差点  2 香東川 

2 高松空港展望台  6 最明寺 

3 鮎滝橋  9 祇園山 

4 塩江町橋谷付近  10 田万ダム 

5 香川町下倉付近    

7 さぬき空港公園（展望広場）    
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図 4-17 景観現地調査地点位置図   

景観調査範囲（対象事業実施区域周辺 3 ㎞）  
 

調査対象眺望点  
 

調査対象景観資源  
 

眺望点（既存資料調査抽出地点）  
 

景観資源（既存資料調査抽出地点）  

※この地図は、国土地理院発行の電子地形図 25000
を複製して情報を追記したものである。 

注）図中の番号は表 4-73に示すとおりである 
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表 4-74 予測手法（景観：施設の存在）  

予測内容 

景観に係る次の事項について予測する。 

1)対象事業の実施が地域景観の特性に与える影響 

2)対象事業の実施が当該事業の実施地域及び周辺地域の重要な景観に与える影響 

3)対象事業の実施が主要展望地点からの眺望に与える影響 

予測方法 フォトモンタージュ法又はその他視覚的な表現方法により予測する方法とする。 

予測地域 調査地域に準じる地域とする。 

予測地点 
予測地域における景観の状況の変化を適切に把握し得る地点とし、調査地点と同様の地点と

する。 

予測対象 

時期 
工事完了後とし、緑化等が安定した時期とする。 

 

表 4-75 評価手法（景観：施設の存在）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により施設の存

在に伴って発生する景観への影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又は

低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

施設の存在に係る景観に関する基準又は目標として、「高松市景観計画」で定めら

れた「良好な景観形成のための行為の制限」等が存在する。また、「香川県環境配

慮指針」における「事業別環境配慮指針」の「廃棄物処理施設の設置」に係る配

慮事項のうち、本事業の内容を踏まえ、「良好な景観の形成に努める」等と予測結

果を比較することにより、環境の保全に関する施策との整合性が図られているか

否かについて評価する。 
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 4.2.10 廃棄物等  

廃棄物等に係る事業特性及び地域特性、予測及び評価手法は表  4-76～表 4-81

に示すとおりである。  

 

表 4-76 事業特性及び地域特性（廃棄物等：造成等の施工による一時的な影響） 

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施設

は現有施設を改造・延命化する。 

・新施設整備予定区域における造成工事により、

残土及び廃棄物が発生する。 

・本市では「高松市一般廃棄物処理計画」を策定して

いる。本市が目指す循環型社会の形成を実現するた

めに、一般廃棄物及び産業廃棄物の２R（発生抑制・

再使用）の推進等を挙げている。 

 

表 4-77 予測手法（廃棄物等：造成等の施工による一時的な影響） 

予測内容 
対象事業の実施による廃棄物等の発生量及び最終処分量並びにそれらの削減の程度を予測

する。 

予測方法 廃棄物等の種類ごとの性状、発生形態を把握して予測する方法とする。 

予測地域 対象事業実施区域とする。 

予測対象 

時期 
工事期間とする。 

 

表 4-78 評価手法（廃棄物等：造成等の施工による一時的な影響）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により造成等の

施工による一時的な影響に伴って発生する廃棄物等の影響が、実行可能な範囲で

最大限に回避され、又は低減されているものであるか否かについて評価する。 

環境保全施策に係

る基準又は目標と

の整合性に係る評

価 

造成等の施工による一時的な影響に伴って発生する廃棄物等に関する基準又は目

標として、「建設リサイクル推進計画 2020」（国土交通省、令和 2 年９月）等の

基準又は目標との整合が図られているか否かについて評価する。 
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表 4-79 事業特性及び地域特性（廃棄物等：廃棄物の発生） 

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施設は現

有施設を改造・延命化する。 

・施設の稼働に際して、焼却処理後の焼却残さ等が

発生する。 

・本市では「高松市一般廃棄物処理計画」を策定し

ている。本市が目指す循環型社会の形成を実現す

るために、一般廃棄物及び産業廃棄物の２R（発

生抑制・再使用）の推進等を挙げている。 

 

表 4-80 予測手法（廃棄物等：廃棄物の発生） 

予測内容 
対象事業の実施による廃棄物（焼却残さ等）の発生量及び最終処分量並びそれらの削減の程

度を予測する。 

予測方法 廃棄物（焼却残さ等）の種類ごとの性状、発生形態を把握して予測する方法とする。 

予測地域 対象事業実施区域とする。 

予測対象

時期 
施設の稼働が定常となる時期とする。 

 

表 4-81 評価手法（廃棄物等：廃棄物の発生）  

環境影響の回避・ 

低減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により発生する

廃棄物等の影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又は低減されているも

のであるか否かについて評価する。 
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 4.2.11 温室効果ガス  

温室効果ガスに係る事業特性及び地域特性、予測及び評価手法は 表  4-82～表 

4-84 に示すとおりである。  

 

表 4-82 事業特性及び地域特性（温室効果ガス：施設の稼働）  

当該項目に関連する事業特性 当該項目に関連する地域特性 

・焼却施設は新施設を整備し、破砕・資源化施設は

現有施設を改造・延命化する。 

・施設の稼働により、温室効果ガスの発生が想定さ

れる。 

・本市では、「高松市環境基本計画」を策定している。

計画の柱の 1 つとして低炭素社会の実現を挙げて

おり、施策の方向性として温室効果ガスの排出削

減と吸収源対策を挙げている。 

 

表 4-83 予測手法（温室効果ガス：施設の稼働）  

予測内容 対象事業の実施による温室効果ガスの排出量及びその削減の程度を予測する。 

予測方法 

施設計画に基づく温室効果ガスの排出量について、「温室効果ガス排出量算定・報告マニュア

ル」（環境省、経済産業省）等に基づき算出する方法を基本とする。予測の際、関連施設の稼

働も考慮して、温室効果ガスの排出量を算出する。 

なお、施設の稼働に伴う温室効果ガスについては、排出量のほか発電に伴う温室効果ガスの

削減量（控除量）についても算出するものとする。 

予測地域 対象事業実施区域とする。 

予測対象

時期 
施設の稼働が定常となる時期とする。 

 

表 4-84 評価手法（温室効果ガス：施設の稼働）  

環境影響の回避・低

減に係る評価 

調査及び予測結果並びに環境保全対策を踏まえ、対象事業の実施により施設の稼働

に伴って発生する温室効果ガスの影響が、実行可能な範囲で最大限に回避され、又

は低減されているものであるか否かについて評価する。 

なお、関連施設の影響についても考慮して、評価を行う。 
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第5章 環境影響評価の委託先の名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地 
 

 5.1 環境影響評価の委託先の名称  

パシフィックコンサルタンツ株式会社  四国支社 

 

 5.2 環境影響評価の委託先の代表者の氏名  

支社長   石丸 奨 

 

 5.3 環境影響評価の委託先の主たる事務所の所在地  

香川県高松市紺屋町４番地 10 

 


	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ

